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１ 

1 学校の理念、教育目標 

教 育 理 念 教 育 目 標 

■学園理念■

〈基本理念〉 

東放学園は「己と和と成長」を基本として、未来に向かって豊かな価値を創造し、 

メディアとエンターテインメントの発展に貢献できる人の育成を目指します。 

〈使 命〉 

①社会の一員として寄与できる人を育てます。 

東放学園は、健全な学校事業活動を通じて、自己を磨き、社会の一員として 

寄与できる人の育成に努めます。 

②豊かな価値を創造できる人を育てます。 

東放学園は、メディアとエンターテインメントの分野で、人との関わりから 

豊かな価値を創造する人の育成に努めます。 

③組織とともに成長できる人を育てます。 

東放学園は、自己と組織との協調の実現に努め、共に成長し続ける人の育成に 

努めます。 

〈行動指針〉 
①私たちは、大きな視野に立って、東放学園に活かせる知識・技能・技術の 

向上に努めます。 

②私たちは、誠意・熱意・創意に基づく活動を通じて、良好な人間関係を築き、 

自己の能力と人との和を活かして、働きがいのある東放学園の風土を造ります。 

③私たちは、先見性を持ち、効果的に創造することにより、東放学園の価値を高め、 

継続的な発展を図ります。 

■教育方針■

私たち東放学園の教職員は、理念体系に基づいた以下の教育方針に則り、

人の育成に努めます。 

実践教育 ～実力は現場を体験することで身につく～ 

放送・映画・音楽・芸能の業界が求める人材は時代とともに変化しつづけています。 

TBS（東京放送教育事業本部）が学校を創設した当時から、業界と太いパイプで 

結ばれ、そのニーズをカリキュラムに反映させてきました。このような「現場 

主義」の環境だからこそ、業界で多くの卒業生が活躍しているのです。 

人間教育 ～信頼はあいさつから始まる～ 

スタッフやキャストが集まって作品をつくる仕事では、チームワークが必要不可欠 

です。チームワークや信頼関係の基本であるあいさつをはじめとするコミュニケーシ 

ョンを重んじているからこそ、社会人として必要な豊かな人間性や社会性を身につけ 

ることができるのです。 

自立教育 ～表現は個の確立から始まる～ 

クリエイティブな仕事に携わっていくためには、自分自身で道を切り開き、表現して 

いくことが大切です。同じ目標を持った仲間が集う中で、知識・技術・技能を高める 

とともに、自己を確立しているからこそ、自由な発想と各自の個性を伸ばすことが 

できるのです。 
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2 本年度の重点目標と達成計画 

2021年度重点目標 達成計画・取組方法 

１．カリキュラムの検討 （2021～2023年度) 

２．募集力強化（継続） 

３．進路決定率の回復・増加の対策強化 

・育成人材像の明確にする。

・教育効果を高めるハイブリッド教育を促進する。

・カリキュラム改善計画案を検討・策定する。

・入学対象者の調査・分析を行う。

・体験授業等の内容を改善する。

・学校施設の環境を整備する。

・企業採用活動の状況把握と対策を実施する。

・「就職講座」の改善策を検討・実施する。 

・オンライン面談対策を強化する。



３ 

3 評価項目別取組状況 

※評定の内容

4 適切に対応している。課題の発見に積極的で今後さらに向上させるための意欲がある。 

3 ほぼ適切に対応しているが課題があり、改善方策への一層の取組みが期待される。 

2 対応が十分でなく、やや不適切で課題が多い。課題の抽出と改善方策へ取組む必要が 

ある。 

1 全く対応をしておらず不適切。学校の方針から見直す必要がある。 
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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【理念・育成人材像】 

本校は、放送・エンターテインメント業界の人材育成に特化

した学校であり、「基本理念」「使命」「行動指針」の三本柱で

構成する理念体系に基づき、運営を行っている。また、教育方

針や目的も定めており、育成人材像を明確にしている。 

これらの理念体系・目的・教育方針は、東放学園コミュニテ

ィーサイト、学生ガイド（シラバスなど）、校内掲示板などで

教職員や学生に周知し、TOHO GUIDE（企業向けパンフレット）、

東放学園ホームページで関連業界の企業や保護者に公表して

いる。その他「保護者会」での説明も例年実施しているが、浸

透度を高めるための更なる工夫が必要である。 

また、理念などの達成に向け、本校独自の教育システムであ

る「TOHO メソッド」を定め、学生ガイドなどで学生に周知し

ており、人材育成・職業実践教育に取組んでいる。 

【将来構想】 

学校の将来構想については、運営会議で作成する 5 ヵ年事

業計画書で定めている。 

変化の著しい放送・エンターテインメント業界の動向や人

材ニーズに対応するため、関連業界の企業などが委員として

参画する教育課程編成委員会を設置し、カリキュラム編成に

反映している。また、関連業界の企業などが学校関係者として

評価に参画する学校関係者評価委員会も設置し、見直し・改善

を図っている。 

【理念・育成人材像】 

本校の理念体系・目的・教育方針に関しては、東放学園ホー

ムページでも公表することを検討する。 

【目的】 

学校教育法に基づき、自由と創造を尚ぶ建学の精

神を重んじ、放送専門の知識を授けるとともに広く

芸術系及び工学系の学科に関する理論及び応用を教

授し、もって文化の向上発展に寄与することであ

る。（学則） 

【TOHOメソッド】 

理念に沿った教育を行うための方針や施策などを

まとめた本校独自の人間形成・教育システム。 
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1-1 （1/2） 

1-1 理念・目的・育成人材像

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-1 理念・目的・育成

人材像は、定められて

いるか 

□理念に沿った目的・育成人材

像になっているか

□理念等は文書化する等明確

に定めているか

□理念等において専門分野の

特性は明確になっているか

□理念等に応じた課程(学科）

を設置しているか

□理念等を実現するための具

体的な目標・計画・方法を定め

ているか

□理念等を学生・保護者・関連

業界等に周知しているか

□理念等の浸透度を確認して

いるか

□理念等を社会の要請に的確

に対応させるため、適宜見直し

を行っているか

３ 本校は、「基本理念」「使命」

「行動指針」の三本柱で構成

する理念体系に基づき運営

を行っており、教育方針や目

的を定め、育成人材像を明確

にしている。 

これらは、東放学園コミュ

ニティーサイトや学生ガイ

ド、校内掲示板などで教職員

や学生に周知し、東放学園ホ

ームページなどで保護者や

関連業界の企業に公表して

いる。

変化の著しい関連業界の

動向や人材ニーズに対応す

るため、育成人材像について

は業界の関係者などが委員

として参画する教育課程編

成委員会や学校関係者評価

委員会での意見を取り入れ、

見直しを図っている。 

理念などの浸透度を高め

ていく必要がある。 

2022 年度中を目途に学

生・保護者向け Web サイト

で公表することも検討する。 

TOHOGAKUEN SCHOOL 

GUIDE（学校案内書） 

保護者のみなさまへ 
（保護者向けパンフレット） 

東放学園コミュニティー

サイト（教職員専用） 

学生ガイド（シラバスな

ど） 

「己と和と成長」掲示物 

東放学園ホームページ 

TOHO GUIDE（企業向けパン

フレット）

運営会議議事録 

教育課程編成委員会議事

録 

学校関係者評価委員会議

事録 

1-1-2 育成人材像は専

門分野に関連する業界

等の人材ニーズに適合

しているか 

□課程(学科)毎に、関連業界等

が求める知識・技術・技能・人

間性等人材要件を明確にして

いるか

□教育課程・授業計画(シラバ

ス)等の策定において、関連業

界等からの協力を得ているか

４ 講師や関連業界の企業な

どを通じて、常に業界の動向

や人材ニーズに関する情報

を収集している。 

また、関連業界の人材ニー

ズをカリキュラム編成に反

映するため、教育課程編成委

員会を設置している。 

特になし。 特になし。 学生ガイド（シラバスな

ど） 

教育課程編成委員会議事

録 
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1-1 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

1-1-2 続き □専任・兼任(非常勤)にかかわ

らず、教員採用において、関連

業界等から協力を得ているか

□学内外にかかわらず、実習の

実施にあたって、関連業界等か

らの協力を得ているか

□教材等の開発において、関連

業界等からの協力を得ている

か

講師の多くは、関連業界な

どの関係者であり、実習の実

施にあたっては、協力を得て

行っている。 

また、授業用資料なども、

講師や関連業界などの協力

を得て内容を充実させ、業界

の動向に適合した教育活動

を行っている。 

学生ガイド（シラバス

など） 

1-1-3 理念等の達成

に向け特色ある教育

活動に取組んでいる

か 

□理念等の達成に向け、特色あ

る教育活動に取組んでいるか

□特色ある職業実践教育に取

組んでいるか

４ 理念などの達成に向け、本

校独自の教育システムであ

る「TOHOメソッド」を定め、

人材育成・職業実践教育に取

組んでいる。 

特になし。 特になし。 TOHOメソッド 

周知ポスターなど 

学生ガイド（シラバス

など） 

1-1-4 社会のニーズ

等を踏まえた将来構

想を抱いているか 

□中期的（3～5年程度）な視点

で、学校の将来構想を定めてい

るか

□学校の将来構想を教職員に

周知しているか

□学校の将来構想を学生・保護

者・関連業界などに周知してい

るか

３ 運営会議において、5ヵ年

事業計画書を作成し中期的

な将来構想を定め、会議を通

じて教職員に周知している。 

また、当年度の事業計画書

を作成し、年度初めの会議に

て全教職員に周知している。 

学生・保護者・関連業界な

どには公表していない。 

公表の必要性について引

き続き検討していく。 

運営会議議事録 

事業計画書 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情など） 

本校は、「基本理念」「使命」「行動指針」の三本柱で構成する「理念体系」に基づき運

営を行っている。また、教育方針や目的を定め、育成人材像を明確にしている。これらは、

東放学園コミュニティーサイトや学生ガイドなどで教職員や学生に周知し、東放学園ホー

ムページなどで保護者や関連業界の企業などに公表している。また今後は学生・保護者向

け Web サイトで公表することも検討していく。学校の将来構想については、5 ヵ年事業

計画書で定めているが、学生・保護者・関連業界などには公表していない。公表の必要性

については、引き続き検討していく。 

【目的】本校は学校教育法に基づき、自由と創造を尚ぶ建学の精神を重んじ、放送専門の

知識を授けるとともに、広く芸術系及び工学系の学科に関する理論及び応用を教授し、も

って文化の向上発展に寄与することを目的とする。（学則） 

【TOHOメソッド】理念に沿った教育を行うための方針や施策をまとめた、本校独自の人間

形成・教育システム。 
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基準２ 学校運営 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【運営方針】 

事業計画に関連した運営方針を明確化し、教職員全体研

修会や教職員向けウェブサイトにおいて学内に周知してい

る。また、各種諸規程の整備を行っている。 

【事業計画】 

中期的構想に基づき、単年度並びに 5 ヵ年事業計画書を

毎年度作成し、理事会・評議員会で執行状況の確認を行って

いる。 

【人事・給与制度】 

基本理念及び事業計画に基づき、人材確保と育成が行わ

れている。人事考課制度、賃金制度、採用制度などが整備さ

れており、毎年度見直しを行っている。 

【意思決定システム】 

各階層別の会議体を設置し、必要に応じた意思決定が円

滑になされている。今後も各種諸規程の整備を検討し、適切

かつ円滑な意思決定システムの確立につなげる。 

【情報システム】 

学生支援を目的とした、業務全般を広くサポートする各

種システムが整備されており、データを一元化することに

より業務の効率化が図られている。現在のシステム構成を

検証し、次世代の教育現場に順応したシステムの導入およ

び構築について検討を進めている。セキュリティ対策につ

いては、継続的に評価・見直しを行っている。 

【運営方針】 

2019年度から、5ヵ年事業計画に基づいて、顧客のニーズ

に柔軟に応えるべく、教職員自らが変化に対応できるよう

に様々な取り組みを行う。あわせて、リスク要因管理方針を

明確にし、リスク要因などを洗い出し、対策のための取り組

みを進める。 

【事業計画】 

特になし。 

【人事・給与制度】 

法改正に則った改正を適宜行う。 

【意思決定システム】 

各種諸規程の整合性を図りつつ、必要な規程の整備を進

める。 

【情報システム】 

学内のシステム運用者をはじめ、関連委員会や外部委託

業者などと継続的に検討を進め、学生支援をより一層強化

したシステム構築の必要性について吟味、検討する。今後、

業務におけるクラウド利用の増加が見込まれるため、セキ

ュリティ対策を根本から見直し、全体防御型のセキュリテ

ィへ改める。 

特になし。 
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2-2 （1/1） 

2-2 運営方針

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-2-1 理念に沿った

運営方針を定めてい

るか 

□運営方針を文書化するなど

明確に定めているか

□運営方針は理念等、目標、事

業計画を踏まえ定めているか

□運営方針を教職員等に周知

しているか

□運営方針の組織内の浸透度

を確認しているか

４ 運営方針は部門ごとに事

業計画書に目標などを明記

し、教職員全体研修会や教職

員向けウェブサイトにおい

て、口頭及び文書で周知して

いる。 

 運営会議などにおいて、随

時チェックしている。 

運営方針を遂行すること

について、教職員全体で統一

した意識を持つことが要求

される。 

新任者などもいるため、教

職員研修などを活用して繰

り返し説明する。 

事業計画書（単年度） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校の目的・目標に基づき、学校運営方針は事業計画書に明記し、全教職員に対して明示

されている。今後も全教職員が実際の場面で実践していくことが求められる。 

特になし。 
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2-3 （1/1） 

2-3 事業計画

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-3-1 理念等を達成

するための事業計画

を定めているか 

□中期計画（3～5年程度）を定

めているか

□単年度の事業計画を定めて

いるか

□事業計画に予算、事業目標等

を明示しているか

□事業計画の執行体制、業務分

担等を明確にしているか

□事業計画の執行・進捗管理状

況及び見直しの時期、内容を明

確にしているか

４ 5ヵ年事業計画を定め、さ

らに各当該年度における具

体的な単年度の事業計画を

策定している。 

事業計画をもとに予算を

策定し、項目ごとの役割分担

などを明確にしている。 

事業計画の執行について

は半期ごとに進捗状況をチ

ェックしている。項目によっ

ては、事業計画年度のスパン

の組み替えに、柔軟な対応を

取っている。また、事業報告

書を年に一度作成し、理事

会・評議員会にて報告を行っ

ている。 

事業計画の進行の遅れや

内容の変更などに柔軟に対

応することが必要である。 

事業計画の各部署での継

続的なチェックと各会議体

での検証を徹底する。 

5ヵ年事業計画書 

事業計画書（単年度） 

事業計画中間報告書 

事業報告書（単年度） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

5ヵ年事業計画書に基づいて、本学園全体・各部門の当該年度事業計画を策定し実行す

るとともに、運営会議などにおいて進捗状況を把握し、検証を行っている。また、事業報

告書を年に一度作成し、理事会・評議員会にて報告を行っている。 

次年度事業計画書の内容を年度末の役職者研修会で周知し、運営方針・年間事業計画の円

滑な遂行ができるようにしている。一般教職員に対しては、教職員全体研修会や教職員向け

ウェブサイトにおいて、各部門の事業計画について説明し周知している。なお、事業報告書

は東放学園ホームページに公開している。 
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2-4 運営組織

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-1 設置法人は組

織運営を適切に行っ

ているか 

□理事会、評議員会は寄附行為

に基づき適切に開催している

か

□理事会等は必要な審議を行

い、適切に議事録を作成して

いるか

□寄附行為は、必要に応じて適

正な手続きを経て改正してい

るか

４ 寄附行為に基づき理事会・

評議員会を開催し、必要な審

議を経て議事録を作成して

いる。 

また、寄附行為の改正の必

要が生じた場合は、適正な手

続きを経て改正している。 

特になし。 特になし。 寄附行為 

2-4-2 学校運営のた

めの組織を整備して

いるか 

□学校運営に必要な事務及び

教学組織を整備しているか

□現状の組織を体系化した組

織規程、組織図等を整備してい

るか

□各部署の役割分担、組織目

標等を規程等で明確にしてい

るか

□会議、委員会等の決定権限、

委員構成等を規程等で明確に

しているか

□会議、委員会等の議事録（記

録）は、開催毎に作成している

か

□組織運営のための規則・規程

等を整備しているか

□規則・規程等は、必要に応

じて適正な手続きを経て改正

しているか

３ 必要な組織を構成し、本学

園全体の組織を明示した組

織図を整備している。学校運

営に支障が生じないよう、必

要に応じて改定している。 

各部署の業務分掌を整備

した上で、円滑な組織運営の

ための規則・規程などを整備

している。 

会議体・委員会の業務分掌

を明確にしている。 

会議・委員会の議事録は、

開催ごとに作成し、運営会議

へ報告した後、教職員へ公開

している。 

現況に合わせて、規則・ 

規程などを改定する場合は、

規程等管理規程に基づき、運

営会議などで審議し適正な

手続きを経て改定している。 

規則・規程の策定時期が異

なるため、内容に表記ゆれが

ある。 

規則・規程の改定がなさ

れるときに、他の規則・規

程との関連性に充分配慮し

た上で、改定を担当する会

議体・委員会にて表記ゆれ

を正していく。 

組織図 

各規程 

会議・委員会・ 

連絡会一覧 

プロジェクト一覧 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-4-2 続き □学校の組織運営に携わる事

務職員の意欲及び資質の向上

への取組みを行っているか

業務分掌に基づき、毎年個

人及び部署ごとに年間目標

計画を作成している。特に個

人については、自己研鑽や学

内外の研修に関して具体的

な計画を記入し、積極的に取

り組んでいる。毎年度末に、

その結果を確認し、役割と責

任を明確にしている。 

年齢・役割区分に 

基づくキャリア構築 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校運営を円滑に進めるために意思決定機能が明確な運営組織図を定め、目標達成に向

けて、実際の懸案事項を処理・解決する会議体を効率よく機能させている。 

特になし。 
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2-5 人事・給与制度

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-5-1 人事・給与に関

する制度を整備して

いるか 

□採用基準・採用手続きにつ

いて規程等で明確化し、適切

に運用しているか

□適切な採用広報を行い、必

要な人材を確保しているか

□給与支給等に関する基準・

規程を整備し、適切に運用し

ているか

□昇任・昇給の基準を規程等

で明確化し、適切に運用して

いるか

□人事考課制度を規程等で明

確化し、適切に運用している

か

３ 新卒・中途採用ともに、障

がい者を含む多様な人材に

対しても公正な採用を行っ

ている。採用基準、手続き、

情報公開については、就業

規則などに定め運用してい

る。 

賃金の構成、支払い方法、

所定内給与・所定外給与、賞

与ほかを賃金規程に定め、

運用している。 

評定は半期毎、および通

年単位で実施し、これに基

づき昇(降)格、昇(降)給を

行う。評定は、年度初めに

個々の役割に応じ策定する

年間計画に対して実施して

いる。目標に対する達成状

況については、自己評価も

踏まえたうえで評定を決定

している。  

総合的な採用ガイドライン

は整備されている。中途・障

がい者については、採用過程

における注意や配慮事項の記

載が不十分である。 

規程は法改正に合わせて柔

軟に対応し、適切な運用をし

ているが、基準などについて

の定期的な見直しは不十分で

ある。 

被評価者が、目標の策定・

実現をしやすいよう、役割区

分の定義を設定（2018年）

した。また、働き方改革を踏

まえた項目も追加（2019

年）した。基準はより明確に

したが、継続した考察は必要

である。 

労働政策、雇用情勢も視

野に、不十分な内容は加筆

修正を進め、さらなる最適

化を目指す。 

法改正などの情報収集を

常に行い、定期的な点検を

実施することで、さらなる

最適化を目指す。 

定義に基づいた教職員の

キャリア構築を可能とする

ため、個々の育成とも連動

し、制度の定着を推進する。 

就業規則 

事業計画書 

教職員募集要項 

就職情報サイトほか 

採用ガイドライン 

賃金規程 

評定の基準 
教職員の年齢・役割区分

に基づくキャリア構築 

役割区分の定義 

年間目標計画 

実績・通年評定の基準 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

人事・給与制度については、適切な運用をしている。引き続き、より良いものを目指すた

め、現行運用している基準などを規程として整備し、評価者・被評価者双方に、より解りや

すく役立つものにしていく。 

2－4「運営組織」と連動しながら、労働政策や雇用情勢（ダイバーシティの推進、様々

な働き方の検討、有給休暇の取得促進ほか）に合わせた施策も実施し、教職員のモチベー

ションアップ・活性化を進めている。 
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2-6 意思決定システム

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-6-1 意思決定シス

テムを整備している

か

□教務・財務等の事務処理にお

いて、意思決定システムを整備

しているか

□意思決定システムにおいて、

意思決定の権限等を明確にし

ているか

□意思決定システムは、規則・

規程等で明確にしているか

４ 組織図及び階層ごとの会

議体を設置し、学校運営に必

要な意思決定の判断基準を

個々に規則・規程などで明確

にしている。 

特になし。 特になし。 組織図 

会議・委員会・ 

連絡会一覧 

各種管理規程など 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

意思決定のために必要な会議体を設置し、それらに応じた意思決定がなされている。

各会議体の持つ権限があり、運用段階において最終的には運営会議、理事会・評議員会

において審議し決定している。 

特になし。 
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2-7 情報システム

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

2-7-1 情報システム

化に取組み、業務の

効率化を図ってい

るか 

□学生に関する情報管理シス

テム、業務処理に関するシス

テムを構築しているか

□これらシステムを活用し、

タイムリーな情報提供、意思

決定が行われているか

□学生指導において、適切に

（学生情報管理）システムを

活用しているか

□データの更新等を適切に行

い、最新の情報を蓄積してい

るか

□システムのメンテナンス及

びセキュリティ管理を適切に

行っているか

３ 学生支援に基づく情報管

理および関連する業務処理

を行うため、各種情報管理

システムを連動し運用して

いる。データは一元化され、

最新の情報が保持できるよ

う更新を行っている。基幹

サーバの定期更改や各シス

テムの適宜更改によりシス

テムの安定稼働に努めてい

る。

セキュリティ対策として

は、継続的に評価・見直しを

行っている。 

セキュリティ対策におい

ては、過去年度より継続し

注意を払っているが、不測

の事態などへの対策につい

て引続き評価・見直しを行

う必要がある。 

また教育現場に即したシ

ステム構築が成されている

か、現行のシステムの見直

しを行い、現在の教育環境

により適したシステム導入

を検討する必要がある。

セキュリティ対策として、

学内のシステム運用者をは

じめ、関連委員会や外部委

託業者などと継続的に評

価・見直しを進めていく。

次世代の教育現場に順応

したシステムを導入し、よ

り一層効果的に業務全般を

サポートする環境の構築お

よび整備を進めていく。

各システムの構築図 

各運用マニュアル 

個人情報保護に関連する各

種規程類 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学生支援を目的とした業務全般を広くサポートする各種システムの連動が整っており、

適切な情報提供や業務遂行がなされている。現状での運用においては大きな問題はないと

考えられるが、より教育環境に即したシステムの導入および構築を目指し検討が必要であ

る。あわせて継続的にセキュリティ対策として、評価・見直しを行うことが不可欠である。 

（整備されている情報管理システム） 

・学生募集システム ・就職、デビュー情報システム

・学籍管理システム ・同窓会（卒業生管理）システム

・成績管理システム ・予算、経理管理システム

・パーソナルデータシステム
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基準３ 教育活動 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【教育課程の編成・目標の設定】 

社会の変化や放送・エンターテインメント業界のニーズ

を的確に教育課程の編成に反映するために、教育課程編成

委員会を設置し、毎年、見直し・改定を行っている。課題は

教育課程の編成方針と実施方針の文書化である。 

授業科目は、学科毎の目標レベルに到達できるよう、専門

科目と一般科目を適切に配分しており、実習・演習・講義な

ど、適切な授業形態を選択している。また、全ての科目の目

的や概要、評価方法、修了認定基準は、学生ガイド（シラバ

スなど）に明記し、学生に周知している。 

【授業評価】 

在校生による授業評価アンケート、在校生と卒業生を対

象にした学校生活に関するアンケートを実施し、教育内容

の見直し・改善に活用している。 

【資格・免許取得の指導体制】 

放送・エンターテインメント業界は、資格や免許の取得

が必須の分野ではないが、加盟団体の協力により、必修科

目の取得で認定される資格や学内で受験可能な資格や本校

独自の学内技能検定制度（学内資格）などを整備し、対策

講座を実施するなど、支援体制も整備している。 

【教員・教員組織】 

本校は、専門的な知識や技能を備えた講師と専修学校教

員認定証を持つ教務教育部所属の教員と学務管理部所属の

職員による連携・協力体制を構築して、学生への教育や学校

の管理運営を行っている。専門知識と技術を備えた教員の

確保と育成が課題である。 

【教育課程の編成・目標の設定】 

教育課程の編成方針と実施方針については、教務教育部

長会議で検討していく。 

【教員・教員組織】 

関連業界との連携を更に強化し、教員の定期的な企業研

修の実施や学内研修による OJT の充実に努めることで、学

園全体の将来を見据えた適確な人材の確保と育成を行って

いく。 

「学生ガイド（シラバスなど）」 

  学則や授業科目のシラバスなどを記載し学生へ配布 

  記入様式は、東京都の指示に基づいている 

学内で受験可能な資格・検定（対策講座を実施） 

≪専門技能・知識≫ 

映像音響処理技術者資格認定試験など 

≪一般教養≫ 

ワープロ検定、情報処理技能検定 

秘書検定、ビジネス能力検定など 

科目の取得で認定される資格 

第ニ級陸上特殊無線技士 

舞台・テレビジョン照明技術者技能認定(2級) 

学内資格 

ENG CAMERA Operation 

フロアディレクター技能認定

SONY BVE-2000 Operation

Avid Media Composer Operation

加盟団体 

一般社団法人 日本ポストプロダクション協会 

一般社団法人 全日本テレビ番組製作社連盟 

協同組合 日本映画・テレビスクリプター協会 

公益社団法人 日本照明家協会 

特定非営利活動法人 テレビ日本美術家協会など 

2020 年度までに「職業実践専門課程」、「高等教育の修学支

援新制度」対象校の認定を受けた 
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3-8 目標の設定

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-8-1 理念等に沿った

教育課程の編成方針、

実施方針を定めている

か 

□教育課程の編成方針、実施方

針を文書化するなど明確に定

めているか

□職業教育に関する方針を定

めているか

３ 教育課程の編成は、理念体

系や教育方針を文書化し、職

業実践専門課程の認定を受

けている。職業教育に関する

方針は学科戦略として定め、

教育課程の編成を行ってい

る。 

職業教育に関する方針に

ついて学生への明示が果た

されていない。 

2022 年度発行の学生ガイ

ド（シラバスなど）に学科毎

に明示する。 

学生ガイド(シラバス

など) 

キャリアガイダンス 

(就職活動用テキスト) 

職業実践専門課程、申

請、公開資料 

3-8-2 学科毎の修業年

限に応じた教育到達レ

ベルを明確にしている

か 

□学科毎に目標とする教育到

達レベルを明示しているか

□教育到達レベルは、理念等に

適合しているか

□資格・免許の取得を目指す学

科において、取得の意義及び取

得指導・支援体制を明確にして

いるか

□資格・免許取得を教育到達レ

ベルとしている学科では、取得

指導・支援体制を整備している

か

３ 学科毎に目標とする教育

到達レベルを定めており、

それは、基本理念などにも

適合している。 

関連業界は、資格や免許の

取得が必須ではないが、加盟

団体が主催する専門分野の

資格や検定を推奨しており、

対策講座の実施など、支援体

制も整備している。その他、

本校独自の学内技能検定制

度も整備している。 

学科毎の教育到達レベル

は、関連業界の動向に合わせ

て、定期的に見直しを図り、

明示する必要がある。 

学科主任会議で、定期的に

見直しを図り、学生ガイド

（シラバス）に明示してい

く。

加盟団体一覧 

学生ガイド(シラバス

など) 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育課程の編成は、理念体系や教育方針を踏まえて実施している。教育課程の編成方針・

実施方針を文書化し職業実践専門課程の認定を受けている。職業教育に関する方針は学科

毎に定め教育課程の編成を行っている。放送・エンターテインメント業界は、資格や免許

の取得が必須ではないが、加盟団体が主催する専門分野の資格や検定を推奨しており、対

策講座の実施など、支援体制も整備している。その他、本校独自の学内技能検定制度も整

備している。 

学内技能検定制度【学内資格】 

ENG CAMERA Operation 

フロアディレクター技能認定

SONY BVE-2000 Operation

Avid Media Composer Operation
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3-9 教育方法・評価等

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 教育目的・目標

に沿った教育課程を

編成しているか 

□教育課程を編成する体制は、

規程等で明確にしているか

□議事録を作成するなど教育

課程の編成過程を明確にして

いるか

□授業科目の開設において、専

門科目、一般科目を適切に配分

しているか

□授業科目の開設において、必

修科目、選択科目を適切に配分

しているか

□修了に係る授業時数、単位

数を明示しているか

□授業科目の目標に照らし、適

切な教育内容を提供している

か

□授業科目の目標に照らし、講

義・演習・実習等、適切な授業

形態を選択しているか

□授業科目の目標に照らし、授

業内容・授業方法を工夫するな

ど学習指導は充実しているか

□職業実践教育の視点で、授業

科目内容に応じ、講義・演習・

実習等を適切に配分している

か

４ 教育課程を編成する体制

は、毎年度、カリキュラム会

議で検討し、社会の変化や関

連業界のニーズを反映した

編成を行っている。 

実践的かつ専門的な職業

教育の質を確保するために、

関連業界の企業などが委員

として参加する教育課程編

成委員会を設置、職業実践教

育の視点で意見をカリキュ

ラム編成に反映し、適切な教

育内容を配分・提供してい

る。 

授業科目は、学科毎の教育

目的・目標達成に向けた専門

科目と一般科目を適切に配

分している。 

 修了に係る授業時数は学

生ガイド（シラバスなど）に

明示している。 

授業科目の目標に照らし、

講義・演習・実習などの授業

形態を選択し、企業などと連

携しながら職業実践専門課

程認定校として相応しい配

分としている。 

特になし。 特になし。 学生ガイド（シラバス

など） 

時間割 

教育課程編成委員会規

則 

進度日誌 

職業実践専門課程認

定、公開資料 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-1 続き □職業実践教育の視点で教育

内容・教育方法・教材等工夫し

ているか

□単位制の学科において、履修

科目の登録について適切な指

導を行っているか

□授業科目について、授業計画

（シラバス・コマシラバス）を

作成しているか

□教育課程は定期的に見直し

改定を行っているか

教育課程は、毎年、見直し

改定を行っており、各授業科

目の目的や概要、計画、修了

に係る授業時間数、成績評価

方法などは、学生ガイド（シ

ラバスなど）に明記してい

る。

履修登録の指導は、各クラ

スアドバイザー・教務事務担

当者が行っている。 

3-9-2 教育課程につ

いて、外部の意見を

反映しているか 

□教育課程の編成及び改定に

おいて、在校生・卒業生の意見

聴取や評価を行っているか

□教育課程の編成及び改定に

おいて、関連する業界・機関等

の意見聴取や評価を行ってい

るか

□職業実践教育の効果につい

て、卒業生・就職先等の意見聴

取や評価を行っているか

４ 在校生を対象とした授業

評価アンケートや卒業生を

対象とした学校アンケート

を定期的に実施している。 

また、職業実践専門課程認

定校として、企業などと連携

しながら、卒業生や講師など

を通じて、恒常的に関連業界

の意見聴取を行っている。 

教育課程編成委員会を設

置し、教育課程の見直し・改

善に活用している。 

特になし。 特になし。 授業評価アンケート調

査実施及び結果資料 

卒業生アンケート調査

実施及び結果資料 

教育課程編成委員会議

事録 

職業実践専門課程認

定、公開資料 

3-9-3 キャリア教育

を実施しているか 

□キャリア教育の実施にあた

って、意義・指導方法等に関す

る方針を定めているか

□キャリア教育を行うための

教育内容・教育方法・教材等

について工夫しているか

４ 「自分で動く就職」（就職

活動用テキスト）を利用し、

キャリア教育の意義・指導方

法に関する方針を定めてい

る。 

 基本方針は変えず、社会や

関連企業の動向に合わせ教

育内容・教材などの工夫をし

ている。 

特になし。 特になし。 自分で動く就職（就職

活動用テキスト） 

JIST（就職情報検索シ

ステム） 

学生ガイド(シラバス

など) 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-9-3 続き □キャリア教育の効果につい

て卒業生・就職先等の意見聴取

や評価を行っているか

TOHO会（同窓会組織）、学

校関係者評価委員会、教育課

程編成委員会などで卒業生

や企業関係者から積極的に

意見の聴取や評価を行って

いる。 

TOHO 会卒業生アンケー

ト調査実施及び結果資

料

学校関係者評価報告書 

3-9-4 授業評価を実

施しているか 

□授業評価を実施する体制を

整備しているか

□学生に対するアンケート等

の実施など、授業評価を行って

いるか

□授業評価の実施において、関

連業界等との協力体制はある

か

□教員にフィードバックする

等、授業評価結果を授業改善に

活用しているか

４ 年 2回、学期末毎に在学生

による授業評価アンケート

を実施している。対象を講師

科目にも広げている。 

 調査結果は、学内に公開し

教職員が閲覧できるように

なっており、教育課程の改定

や授業改善などに活用して

いる。 

専門業者から集計結果が

各科目別に来るので、講師へ

個別に配布している。

特になし。 特になし。 授業評価アンケート調

査実施及び結果資料 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

教育課程の編成に関しては、社会の変化や関連業界のニーズを反映するために、職業

実践専門課程認定校として企業などと連携し、毎年度見直し・改定を行っている。また、

教育課程編成委員会を設置し、関連業界企業などの意見も取り入れている。授業の科目

に関しては年 2回、学期末毎に在学生によるアンケートを実施している。またその結果

を講師・教員にフィードバックを行っており、授業改善などへ反映している。 

特になし。 
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3-10 成績評価・単位認定等

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-10-1 成績評価・修了

認定基準を明確化し、

適切に運用しているか 

□成績評価の基準について、学

則等に規定するなど明確にし、

かつ、学生等に明示しているか

□成績評価の基準を適切に運

用するため、会議等を開くなど

客観性・統一性の確保に取組ん

でいるか

□入学前の履修、他の教育機関

の履修の認定について、学則等

に規定し、適切に運用している

か

４ 成績評価や修了認定基準

は、学則及び学生ガイドに記

載し、授業初回で教員・講師

から学生に説明し明確にし

ている。 

評価基準を適切に運用す

るため、科目によっては、会

議を開いて、客観性・統一性

の確保に努めている。 

他の高等教育機関の履修

認定については、単位互換の

換算表を作成し、適切に運用

している。 

特になし。 特になし。 学則 

学生ガイド（シラバ

スなど） 

成績管理システム 

単位互換含科目配当

表 

3-10-2 作品及び技術等

の発表における成果を

把握しているか 

□在校生のコンテスト参加に

おける受賞状況、研究業績等を

把握しているか

４ 学生が制作した作品は、

JPPA AWARDS や専門学校映

像フェスティバル、ラジオＣ

Ｍコンテストなどへの出品

を推奨しており、受賞状況も

把握している。 

特になし。 特になし。 JPPA AWARDS 資料 

専門学校映像フェス

ティバル資料 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

成績評価や修了認定基準は、学生ガイドへの記載や、科目ごとに学生への説明をしてい

る。科目によっては、会議を開き、客観性・統一性の確保に努めている。また、他の高等

教育機関の履修の認定については、換算表を作成し適切に運用している。学生が制作した

作品は、映像関係のコンテスト等への出品を推奨しており、受賞状況も把握している。 

特になし。 
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3-11 資格・免許取得の指導体制

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-11-1 目標とする資

格・免許は、教育課程

上で、明確に位置づけ

ているか 

□取得目標としている資格・

免許の内容・取得の意義につ

いて明確にしているか

□資格・免許の取得に関連す

る授業科目、特別講座の開設

等について明確にしているか

４ 学科毎に関連する資格や

検定は定めており、内容や取

得意義、支援体制なども学生

ガイド（シラバスなど）に明

記し、オリエンテーションな

どで説明している。 

特になし。 特になし。 学生ガイド（シラバス

など） 

3-11-2 資格・免許取得

の指導体制はあるか 

□資格・免許の取得について、

指導体制を整備しているか

□不合格者及び卒後の指導体

制を整備しているか

３ 資格や免許の取得が必要

な一部の職種に関しては、授

業科目での指導に加え、対策

講座などを特別に実施する

など、指導体制を整備してい

る。 

資格取得試験の合格率を

上げる。 

 授業内容を改善し、対策講

座の効果的な実施時期・指導

方法などを検討する。 

学生ガイド（シラバス

など） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

放送・エンターテインメント業界は、資格や免許の取得が必須ではないが、学科毎に関

連する資格や検定を定めている。資格や免許の取得が必要な一部の職種に関しては、授業

科目での指導に加え、対策講座を実施するなど、支援体制を整備している。 

【取得を目標としている資格】 

第一級・第二級陸上特殊無線技士、映像音響処理技術者認定試験、照明技術者技能認

定試験（2級）、フルハーネス型墜落制止用器具特別教育、足場の組立て等特別教育、

ProTools 技術認定試験、舞台機構調整技能士（3 級）、第一級・第二級陸上無線技術

士、第一級・第二級アマチュア無線技士、騒音関係公害防止管理者、ディジタル技術

検定、日本語ワープロ検定、情報処理技能検定、秘書検定、ビジネス能力検定（2・3

級）、日本漢字能力検定、学内技能検定 
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3-12 教員・教員組織

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-12-1 資格・要件を備

えた教員を確保してい

るか 

□授業科目を担当するため、教

員に求める能力・資質等を明確

にしているか

□授業科目を担当するため、教

員に求める必要な資格等を明

示し、確認しているか

□教員の知識・技術・技能レベ

ルは、関連業界等のレベルに適

合しているか

□教員採用等人材確保におい

て、関連業界等との連携をして

いるか

□教員の採用計画・配置計画を

定めているか

□専任・兼任（非常勤）、年齢構

成、男女比など教員構成を明示

しているか

□教員の募集、採用手続、昇格

措置等について規程等で明確

に定めているか

□教員一人当たりの授業時数、

学生数等を把握しているか

３ 関連業界での実務経験を

持ち、知識や技術・技能を十

分備えた講師と専修学校教

員認定証を持つ教員を配置

している。 

本校の教育に関する体制

は、講師と教員との協力体制

を基本としており、知識・技

術・技能レベルは、概ね放送・

エンターテインメント業界

が求めるレベルに適合して

いる。

教職員採用に関しては、事

業計画に基づき要員計画（採

用計画・人事異動）を策定し、

教職員募集要項に基づき、適

確な人材の確保、配置及び育

成を行っている。また、講師

採用については、関連業界企

業などの協力を得て行って

いる。 

教員構成については教職

員名簿で明示しており、教員

一人当たりの授業時間数な

どは、教員ごとの時間割表で

把握している。 

学科によっては、教員の数

が十分とは言えない状況で

ある。専門知識と技術を備え

た教員の確保と育成が課題

である。 

関連業界とのネットワー

クの強化、及び、関連他部署

とも連携し、適確な人材の確

保と育成を行っていく。 

教員、講師の経歴書 

要員配置表 

事業計画書 

教職員募集要項 

採用計画資料 

教職員名簿 

時間割 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

3-12-2 教員の資質向上

への取組みを行ってい

るか 

□教員の専門性、教授力を把

握・評価しているか

□教員の資質向上のための研

修計画を定め、適切に運用して

いるか

□関連業界等との連携による

教員の研修・研究に取組んでい

るか

□教員の研究活動・自己啓発へ

の支援など教員のキャリア開

発を支援しているか

３ 教員の資質向上への取組みとし

て、学生による授業評価アンケー

トの実施や、専門性、教授力などの

向上を目的とする研修情報を提供

し参加を促している。 

各学科や学内プロジェクトなど

にて、関連業界企業等と連携し研

修を行っている。 

研究活動の成果である研究紀要

の執筆を奨励している。 

年間目標計画などをもとに、所属

長と面談を行い、現状把握や改善

点のフィードバックを行ってい

る。 

研究紀要の執筆を奨励し

ているが、業務の都合もあり

提出する教員が限られてい

る。 

関連業界企業などとの連

携を更に強化し、教員の定期

的な企業研修や学内研修を

実施していく。 

適切な人員配置と人材確

保により、研修への参加や研

究活動の時間を捻出し、研究

紀要の執筆・提出へ繋げてい

く。 

授業評価アンケート調

査実施及び結果資料 

研修報告書 

研究紀要 

年間目標計画 

キャリアシート 

3-12-3 教員の組織体制

を整備しているか 

□分野毎に必要な教員体制を

整備しているか

□教員組織における業務分担・

責任体制は、規程等で明確に定

めているか

□学科毎に授業科目担当教員

間で連携・協力体制を構築して

いるか

□授業内容・教育方法の改善に

関する組織的な取組があるか

□専任・兼任（非常勤）教員

間の連携・協力体制を構築し

ているか

４ 本校の組織は、教務教育部

と学務管理部に分かれてお

り、業務分担や責任体制も明

確である。また、学校行事や

イベントなどに関しては、教

職員の連携・協力を基に実施

している。 

講師と学科担当教員の連

携・協力体制も構築してお

り、教育内容・教育方法の改

善に関しては、ミーティング

を行い、組織的に取り組んで

いる。 

特になし。 特になし。 要員配置表 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校は、専門的な知識や技能を備えた講師と専修学校教員認定証を持つ教務教育部所属

の教員と学務管理部所属の職員による連携・協力体制を構築して、学生への教育や学校の

管理運営を行っている。授業評価アンケートの実施、研修情報の提供、研究紀要の推奨な

どを行ってきたが、更に関連業界との連携を強化し学内研修の充実に努めることで、学校

全体の将来を見据えた適確な人材の確保と育成を行っていく。 

特になし。 



２４ 

基準４ 学修成果 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【就職率】 

就職率の目標設定をしている。就職活動･就職率は、報告

書を提出させパーソナルデータシステムに入力することで

管理･把握をしている。関連業界企業を招聘して合同企業説

明会を開催している。 

【資格・免許の取得率】 

特定科目を修了することにより認定される資格がある。

関連業界において広く通用する資格取得対策講座や学内資

格を整備している。多岐にわたる学内資格の検討が必要で

ある。 

【卒業生の社会的評価】 

TOHO 会（同窓会組織）と東放学園キャリアサポートセン

ター・留学生センターが連携し情報収集を行い社会的評価

の把握に努めている。卒業生が在籍する団体のアワード･表

彰式に参加することで、受賞状況は把握しているが、研究実

績などは把握できていない。実態調査を教職員全体で共有

する必要がある。

【資格・免許の取得率】 

放送・エンターテインメント業界の動向を鑑みながら、新

たな学内資格を検討する。 

【卒業生の社会的評価】 

 TOHO 会（同窓会組織）と東放学園キャリアサポートセン

ター・留学生センターに頼るだけでなく、教職員全体に卒業

生の実態調査を依頼する。 

【就職率】 

学科毎に就職アドバイザーを配置し、学生・関連業界との

連携を密にしている 

【資格・免許の取得率】 

第一級陸上特殊無線技士、 

映像音響処理技術者 資格認定試験、 

照明技術者技能認定試験 2級、日本語ワープロ検定、 

情報処理技能検定、秘書検定 

〔学内資格〕 

ENG CAMERA Operation、フロアディレクター技能認定 

SONY BE-2000 Operation 、Avid Media Composer Operation 



２５ 

4-13 （1/1） 

4-13 就職率

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

4-13-1 就職率の向上

が図られているか 

□就職率に関する目標設定は

あるか

□学生の就職活動を把握して

いるか

□専門分野と関連する業界等

への就職状況を把握している

か

□関連する企業等と共催で

「就職セミナー」を行うなど、

就職に関し関連業界等と連携

しているか

□就職率等のデータについて

適切に管理しているか

４ 毎年度、就職率の目標設

定をしている。 

就職活動状況報告書を提

出させパーソナルデータシ

ステムに入力することで把

握している。

関連業界への就職状況も

パーソナルデータシステム

に入力することで把握して

いる。 

関連業界企業を招聘して

合同企業説明会を開催して

いる。また、毎週、授業に関

連企業を招聘し学内企業説

明会を行っている。 

パーソナルデータシステ

ムで就職率など様々なデー

タを適切に管理している。

特になし。 特になし。 就職活動報告書(企業説

明会報告書・入社試験報

告書・実地試験報告書・

内定報告書) 

パーソナルデータシス

テム 

（学生情報管理システ

ム） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

毎年度、就職率の目標設定をしている。学生の就職活動状況や関連業界などへの就職状

況は、就職活動報告書を提出させ、パーソナルデータシステムに入力することで管理・把

握している。関連業界企業を招聘して合同企業説明会、毎週、授業内で関連業界企業を招

聘し学内企業説明会を開催している。就職率など様々なデータは、パーソナルデータシス

テムで適切に管理している。 

特になし 



２６ 

4-14 （1/1） 

4-14 資格・免許の取得率

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

4-14-1 資格・免許の取

得率の向上が図られ

ているか 

□資格・免許取得率に関する

目標設定はあるか

□特別講座、セミナーの開講

等授業を補完する学習支援の

取組はあるか

□合格実績、合格率、全国水準

との比較など行っているか

□指導方法と合格実績との関

連性を確認し、指導方法の改

善を行っているか

３ 特定の科目を履修し修了

することにより認定された

時間数によって得られる資

格のほかに、関連業界にお

いて広く通用する資格の取

得推進(対策講座など)や、

特定の機材の取り扱いなど

における学内資格の認定な

ど、学習意欲を高め、さらに

就職活動に有利になるため

の授業を整備している。 

放送機材などが常に刷新

されていくため、多岐に渡

る学内資格を検討していく

必要がある。 

関連業界の動向を鑑みな

がら、新たな学内資格を検

討する。 

学生ガイド(シラバスな

ど) 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

特定の科目を履修し、修了することにより認定された時間数によって得られる資格のほか

に、関連業界において広く通用する資格の取得推進(対策講座など)や、特定の機材の取り扱

いなどにおける学内資格の認定など、学習意欲を高め、さらに就職活動に有利になるための

授業を整備している。 

関連業界に必要な分野においては「学内資格」制度を制定している。授業で一定の基

準に達した学生にはこの資格を認定し、就職活動に活かせるように努めている。 

【対策講座の実施、または認定時間数取得により資格取得が可能な放送系の資格】 

映像音響処理技術者資格認定、照明技術者技能認定(2級)、第一級陸上特殊無線技士ほか 



２７ 

4-15 （1/1） 

4-15 卒業生の社会的評価

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 課題の改善方策 参照資料 

4-15-1 卒業生の社会的

評価を把握しているか 

□卒業生の就職先の企業・施

設・機関等を訪問するなどし

て卒業後の実態を調査等で把

握しているか

□卒業生のコンテスト参加に

おける受賞状況、研究業績等

を把握しているか

３ TOHO会（同窓会組織）・東

放学園キャリアサポートセ

ンター・留学センターが連

携し、企業訪問を行い、卒

業生の活躍や評価の実態を

調査し､把握に努めている。 

TOHO会（同窓会組織）や

東放学園キャリアサポート

センター・留学生センター

は卒業生が在籍する団体

(一般社団法人全日本テレ

ビ番組製作社連盟、一般社

団法人日本ポストプロダク

ション協会、全国舞台テレ

ビ照明事業協同組合)のア

ワード･表彰式に参加する

ことで結果を把握してい

る。

卒業生の卒業後の実態調

査を教職員全体で共有でき

るシステムを作ることが今

後の課題である。 

音響・美術等、映像系以

外の卒業生は実績を把握し

づらい。 

実態調査の報告を､卒業

生の許諾を取った上で、

TOHO 会ホームページなど

で公開し、教職員全体に実

態調査の協力を依頼する。 

TOHO会（同窓会組織）や

東放学園キャリアサポート

センター・留学生センター

が把握する分野の規定を明

確にし､教職員全体に実態

調査の協力を依頼する。

映像系のアワード・表彰

式以外に音響や美術分野の

コンテスト等にも参加し、

研究業績を把握する。

TOHO会ホームページ（東

放学園同窓会組織） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

卒業生の社会的評価については、TOHO 会（同窓会組織）や東放学園キャリアサポート

センター・留学生センターが連携し、企業訪問を行うことで、把握に努めている。また卒

業生が在籍する団体(一般社団法人全日本テレビ番組製作社連盟、一般社団法人日本ポス

トプロダクション協会、全国舞台テレビ照明事業協同組合)のアワード･表彰式に参加する

ことで、その結果を把握している。 

特になし。 



２８ 

基準５ 学生支援 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【就職等進路】 

各学科に就職・進路担当者をおき、クラスアドバイザーと連携

を取り情報共有をしている。関連業界企業を招聘し、学内で企業

説明会を毎週開催している。履歴書の書き方や面接対策などはカ

リキュラムに組み込まれている。個別相談には随時対応している。 

【中途退学への対応】 

退学に至るまでの経過や要因などの記録はパーソナルデータシ

ステムを利用し適切に保管して教職員で共有をしている。指導体

制について検討する必要がある。

【学生相談】 

相談室を設置し専任カウンセラーを置き相談室の利用案内を行

っている。利用記録は守秘義務のため学科･性別と利用件数のみ把

握している。校医は近隣の診療所に依頼をしている。卒業生から

の相談には教職員全員が対応している。留学生に関しては、在籍

管理から生活指導、就職指導まで適切に行いパーソナルデータシ

ステムに保存している。 

【学生生活】 

経済支援体制や健康管理体制、部活動支援、寮などは整備され

ている。各種記録は保存してある。奨学金の種類を増やすなどの

検討が必要である。高等教育の修学支援新制度の対象校となり学

生向けの説明会を実施している。 

【保護者との連携】 

例年、保護者会を開催し情報共有・連絡の機会を増やしている。

公式ブログにて授業風景・学校行事の様子などを掲載している。

学力不足・心理面等の問題解決のため成績表を送付している。保

護者に対し一律の情報提供が行えていない。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため 2021 年度保護者会

は実施しない。 

【卒業生・社会人】 

卒業生の企業在籍状況などを把握している。関連業界で必要な

スキルなどを把握し、卒業生向けのセミナーなどを企画・開催し

ている。社会人経験者については、個別の対応を行っている。

【中途退学への対応】 

学内で連携する仕組みを構築し、心理面や学習面などの退学

要因とされる分野の特別指導体制を検討する。 

【学生相談】 

出席状況の確認は今年度より学園総合情報システム「キャン

パスプラン」を導入し確認手段の改善を図る。留学生ホームルー

ムや面談に限らず個別対応で定期的に状況を把握する。 

【学生生活】 

独自の奨学金制度について検討する場を設ける。給付型の奨

学金制度の選択肢を増やし、支援体制を充実させる。 

【保護者との連携】 

授業見学会の開催、学園祭などの行事への保護者の参加を検

討していく。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため 2021 年度学園祭

はオンライン開催とした。 

【中途退学への対応】 

アセスメント検査「hyper-QU」を実施し、クラス・個人状況の

把握に努めている。またキャンパスプランの保護者用サイトを構

築し学生の出席状況を確認する事ができる。例年、保護者会を実

施している。※新型コロナウイルス感染拡大防止のため 2021 年

度保護者会は実施していない。 

【学生相談】 

 クラスアドバイザー、就職担当者、留学生担当者、留学生セン

ター、東放学園キャリアサポートセンターが連携し相談、指導を

行っている。 

【学生生活】 

日本学生支援機構、自治体の奨学金に加え、東放学園奨学金、

同窓会組織 TOHO 会『夢応援』奨学金制度などがある。 

【卒業生・社会人】 

東放学園の同窓会組織である「TOHO 会」が確立している。 



２９ 

5-16 （1/1） 

5-16 就職等進路

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-16-1 就職等進路に

関する支援組織体制

を整備しているか 

□就職など進路支援のための

組織体制を整備しているか

□担任教員と就職部門の連携

など学内における連携体制を

整備しているか

□学生の就職活動の状況を学

内で共有しているか

□関連する業界等と就職に関

する連携体制を構築している

か

□就職説明会等を開催してい

るか

□履歴書の書き方、面接の受

け方など具体的な就職指導に

関するセミナー・講座を開講

しているか

□就職に関する個別の相談に

適切に応じているか

４ 学科毎に就職･進路担当

者を置き組織体制を整えて

いる。 

パーソナルデータシステ

ムによる情報の共有やキャ

リサポ委員会のフィードバ

ックなどでクラスアドバイ

ザーと就職・進路担当者の

連携体制を整えている。パ

ーソナルデータシステムで

就職活動状況を学内で共有

している。

東放学園キャリアサポー

トセンター・留学生センタ

ーを通し関連業界企業との

連携体制を構築している。

関連業界企業を招聘し、

学内企業説明会を毎週開催

している。 

具体的な就職指導は授業

カリキュラムに組み込まれ

ている。就職に関する個別

の相談にも随時応じてい

る。

特になし。 特になし。 パーソナルデータシス

テム（学生情報管理シス

テム） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学科毎に就職・進路担当者を置きクラスアドバイザーと連携し、パーソナルデータシス

テムを活用し、情報を共有することなどで学生の就職活動の状況を把握している。東放学

園キャリアサポートセンター・留学生センターを通して関連業界企業との連携体制を構築

し授業内で企業説明会を開催している。具体的な就職指導は授業カリキュラムに組み込ま

れている。就職に関する個別の相談には随時応じている。 

特になし。 



３０ 

5-17 （1/1） 

5-17 中途退学への対応

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-17-1 退学率の低減

が図られているか 

□中途退学の要因、傾向、各

学年における退学者数等を把

握しているか

□指導経過記録を適切に保存

しているか

□中途退学の低減に向けた学

内における連携体制はあるか

□退学に結びつきやすい、心

理面、学習面での特別指導体

制はあるか

３ 退学願に理由や所見を記

入する欄を設け要因を確認

している。学籍管理システ

ムに学籍状況を登録してお

り在学内容別の学生数を把

握している。

学生と面談した際や特筆

すべき事項があった際、パ

ーソナルデータシステム・

「キャンパスプラン」（学園

総合情報システム）へ情報

を入力して教職員で共有し

ている。 

カウンセリングルームを

定期的に開設し、アセスメ

ント検査を導入するなど、

クラス・個人状況の把握に

努めている。

保護者との相互理解を図

るため、保護者会を実施し

ている。 

経済的な困窮支援として

奨学金制度を周知してい

る。 

退学理由を教職員で共有

する方法の確立、退学率低

減のため検討会を開催する

必要がある。 

クラスアドバイザー制を

とることで、学生個人への

状況把握はできているが、

特殊事情を持つ学生への対

応に関しては組織的な支援

体制の中で、適任者が対応

する必要がある。 

学内の連携体制を整え

る。 

学力に差がついてしまっ

た学生への補講や補習など

の機会を作る。 

経済的理由により学業が

継続困難となった場合の支

援体制として、学内の奨学

金制度の選択肢を増やす。 

退学要因を教職員全体で

把握し、傾向を分析するな

ど、学内で連携する仕組み

を構築し、心理面や学習面

などの退学要因とされる分

野の専門の特別指導体制を

検討する。 

退学願 

学籍管理システム 

パーソナルデータシス

テム 

「キャンパスプラン」

（学園総合情報システ

ム） 

カウンセリングルーム 

東放学園奨学金制度規

程 

TOHO会奨学金制度案内 

日本学生支援機構奨学

金手引き 

「hyper-QU」検査結果表 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

退学願、パーソナルデータシステムなどを利用し、経過や要因などの記録を適切に保管し

て教職員で情報を共有している。クラス対応、個別対応、経済支援の一層の充実、心理面、

学習面などの専門の特別な指導体制については検討が必要である。 

保護者との相互理解を図るため、保護者会を実施している。昨年度より、アセスメント検

査「hyper-QU」を導入し、クラス・個人状況の把握に努めている。「キャンパスプラン」

（学園総合情報システム）の保護者用サービス、アンシンサイトを導入した。保護者が学

生の出席状況を確認することができる。 
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5-18 学生相談

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-18-1 学生相談に関

する体制を整備して

いるか 

□専任カウンセラーの配置等

相談に関する組織体制を整備

しているか

□相談室の設置など相談に関

する環境整備を行っているか

□学生に対して、相談室の利

用に関する案内を行っている

か

□相談記録を適切に保存して

いるか

□関連医療機関等との連携は

あるか

□卒業生からの相談につい

て、適切に対応しているか

３ 専任カウンセラーが月に 1

度来校し相談室を利用して

いる。カウンセリングルーム

の案内は学生ガイド（シラバ

スなど）と掲示で行ってい

る。

通常の相談記録はパーソ

ナルデータシステムと「キャ

ンパスプラン」（学園総合情

報システム）の相談履歴に入

力しているがカウンセラー

対応の相談内容は氏名を伏

せて管理職が保管している。 

24 時間電話相談サービス

と提携している。また校舎近

隣病院に校医を依頼し連携

している。 

卒業生からの相談は教職

員が対応している。 

相談内容などはカウン

セラーと連携してクラス

アドバイザーや各主任、

部長などに共有される

が、教職員全体で把握す

る取組の徹底が必要であ

る。

パーソナルデータシス

テムの面談記録や出席状

況の入力欄、「キャンパス

プラン」（学園総合情報シ

ステム）の相談履歴など

共有できる仕組みはある

が、任意なのですべての

情報が記録できていると

は限らない。

すべての教職員がパー

ソナルデータシステムの

面談記録の入力を行い、情

報共有を徹底する。

面談記録への入力が憚

られる相談内容である場

合はメールなどを活用し

担当者で情報を共有し協

力する。 

学生ガイド（シラバスな

ど） 

パーソナルデータシス

テム 

「キャンパスプラン」

（学園総合情報システ

ム）
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-18-2 留学生に対す

る相談体制を整備し

ているか 

□留学生の相談等に対応する

担当の教職員を配置している

か

□留学生に対して在籍管理等

生活指導を適切に行っている

か

□留学生に対し、就職・進学等

卒業後の進路に関する指導・

支援を適切に行っているか

□留学生に関する指導記録を

適切に保存しているか

3 留学生担当者に職員 4 名

教員 5名を配置している。 

2019年度より、「キャンパ

スプラン」（学園総合情報シ

ステム）を導入しており、

日々の出席情報を管理する

ことで在籍管理を行ってい

る。またホームルームや個人

面談に加え学生ガイド（シラ

バスなど）にも情報を掲載し

生活指導を行っている。

卒業後のビザ申請、帰国後

の進路支援は留学生センタ

ー、留学生担当者で協力して

行っている。 

指導記録はパーソナルデ

ータシステムと「キャンパス

プラン」（学園総合情報シス

テム）を利用している。 

留学生担当者が多い利

点を活かしきれていな

い。 

日本語力の低い学生は

伝達事項の確認が十分に

できず、対応に遅れが出

ることがある。 

就労ビザの申請が煩雑

なため留学生採用に慎重

な企業があり、留学生を

受け入れる求人が限られ

ている。 

担当業務に合わせ分業

を検討し情報共有を徹底

する。 

日本語講座の開講時間

を増やして、留学生が日本

語を学ぶ機会を増やし、留

学生の生活指導を十分に

行う環境を整えるととも

に、面談に限らず個別対応

で定期的に状況を把握す

る。 

就労ビザの申請準備は、

学校もサポートすると留

学生に十分周知し、留学生

採用の実績有無に関わら

ず積極的に就職活動を行

うことを勧める。 

学生ガイド（シラバスな

ど） 

パーソナルデータシス

テム 

キャンパスプラン（学園

総合情報システム） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学業以外の相談や悩みなどの対応は、教職員全員が対応できるようにしている。教職員で

は対応できない専門的な対応が必要な学生に関しては、専任カウンセラーや校医に依頼し

ている。教職員もさまざまな相談に対応できるよう研修などに積極的に参加し、研鑚を積ん

でいる。 

留学生指導に関して、留学生担当者を配置して相談しやすい環境を整え、学校全体で適正

な指導・支援を行えるように情報共有している。 

出席状況の確認方法は、出席管理についてのシステム、「キャンパスプラン」（学園総合

情報システム）を 2019 年度より導入している。 
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5-19 学生生活

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-19-1 学生の経済的

側面に対する支援体

制を整備しているか 

□学校独自の奨学金制度を整

備しているか

□大規模災害発生時及び家計

急変時等に対応する支援制度

を整備しているか

□学費の減免、分割納付制度

を整備しているか

□公的支援制度も含めた経済

的支援制度に関する相談に適

切に対応しているか

□全ての経済的支援制度の利

用について学生・保護者に十

分情報提供しているか

□全ての経済的支援制度の利

用について実績を把握してい

るか

３ 学校独自の奨学金制度を整

備している。 

家計急変時は各種奨学金を

案内している。 

経済的事由による学費の減

免措置として学内の奨学金制

度がある。 

奨学金の案内を掲示で告知

後、説明会を開催している。 

奨学金担当者を配置し常時

相談を受け付ける体制を整え

ている。募集要項や学生ガイド

にも経済的支援制度を紹介し

ている。 

奨学金利用状況については学

籍管理システムで実績を把握

している。 

高等教育の修学支援新制度に

対応するため研修参加や学生

向けの説明会を実施している。 

独自の奨学金制度は採用者

数が若干名であるため、経済

的理由を持つ全ての学生に対

応することはできない。 

留学生対象の奨学金が少な

い。対象になるのが給付型の

奨学金しかなく、日本人より

選択肢が少ない。 

日本学生支援機構奨学金の

緊急採用・応急採用の手続き

を把握している職員が少な

い。奨学金の制度が細かく変

更になるたびに、業務が煩雑

になり対応に追われている。 

独自の奨学金制度について

検討する場を設ける。 

給付型の奨学金制度の選択

肢を増やし、支援体制を充実

させる。 

奨学金実務担当者を増やし

専業の担当者を設ける。 

東放学園奨学金制

度規程 

日本学生支援機構

奨学金手引き 

学籍管理システム 

5-19-2 学生の健康管

理を行う体制を整備

しているか 

□学校保健計画を定めている

か

□学校医を選任しているか

□保健室を整備し専門職員を

配置しているか

□定期健康診断を実施して記

録を保存しているか

□有所見者の再健診について

適切に対応しているか

３ 保健衛生マニュアルを定

めており、学校医を選任し

ている。保健室を設置して

おり、保健担当者が看護や

定期的な薬品などの補充を

行っている。 

毎年 4 月に全学生を対象

に健康診断を実施し、対象

者については再検診を受け

るように指導している。ま

た検査結果は 5 年間保存し

ている。 

保健担当者の、保健に関す

る知識は完全ではない。学生

の安全と健康を第一に考え、

今後更に知識を深める必要が

ある。 

保健に関するセミナーなど

に参加し、知識を深める。 

保健衛生マニュア

ル 

学校医業務委託契

約書 

健康診断結果報告

書 

学生ガイド(シラバ

スなど) 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-19-2 続き □健康に関する啓発及び教育

を行っているか

□心身の健康相談に対応する

専門職員を配置しているか

□近隣の医療機関との連携は

あるか

学生ガイドや校内掲示に学

校感染症などの予防法と対処

方法を記載している。 

月２回、上級教育カウンセラ

ーによるカウンセリングルー

ムを開設している。 

24時間電話相談と提携、開設

している。 

近隣の診療所と連携し学生

の疾患に備えている。 

怪我や病気を未然に防ぐ

ための、学生への教育を更

に徹底して行う必要があ

る。 

24時間電話相談窓口を開

設しているが、認知度が低

い。 

ホームルーム・個人面談

などで注意や制度の利用を

促す。 

連携医療機関 

森本クリニック 

杉並区和泉 1-11-20 

(学校より徒歩 5分) 

5-19-3 学生寮の設置

など生活環境支援体

制を整備しているか 

□遠隔地から就学する学生の

ための寮を整備しているか

□学生寮の管理体制、委託業

務、生活指導体制等は明確に

なっているか

□学生寮の数、利用人員、充足

状況は、明確になっているか

３ 関連会社と提携し、複数

の寮を整備している。学生

寮の業務は関連会社に委託

している。学生寮の数、利用

人員、充足状況は、上記理由

により、把握はしていない。 

学生寮の共用スペースで

のトラブルや食事など、学

生のニーズに全て応えられ

ているわけではない。 

寮との連携を強化し、学

生からの要望を寮の運営会

社に改善を依頼する。 

指定学生寮アパート･ 

マンションのご案内

2021

5-19-4 課外活動に対

する支援体制を整備

しているか 

□クラブ活動等の団体の活動

状況を把握しているか

□大会への引率、補助金の交

付等具体的な支援を行ってい

るか

□大会成績など実績を把握し

ているか

３ 部・クラブは補助金を支

給し、活性化を図っている。  

参加申請書と結果報告

書、活動報告書の提出を義

務付けている。 

スタジオなどの学校設備

を部活動で使用できるよう

にしている。 

部員が揃わず、加盟して

いる連盟主催の大会に参加

できない場合がある。 

新入生への部・クラブ説

明会の周知と内容の見直し

を図り、各団体の活動自体

を強化していく。 

 年度途中にも部員募集の

告知を行う。 

特になし。 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本校学生が卒業までに快適で安心な学校生活を送るために教育以外のサービスも行っ

ている。経済的な援助としては給付型奨学金制度の設置や学生寮との提携を行っているが

奨学金の種類を増やすなどの検討は必要である。高等教育の修学支援新制度対象校となっ

たので周知案内を行う。また、充実した学生生活のために保健室の設置や常備薬を定期的

に補充している。運動部は東京都専門学校の各競技連盟に所属している。部活動は学生か

らの申請に対して補助金を支給し活動を奨励している。部活動を活性化するために、より

入部者を増やす。 

特になし。 
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5-20 保護者との連携

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-20-1 保護者との連

携体制を構築してい

るか 

□保護者会の開催等、学校

の教育活動に関する情報提

供を適切に行っているか

□個人面談等の機会を保護

者に提供し、面談記録を適切

に保存しているか

□学力不足、心理面等の問

題解決にあたって、保護者と

適切に連携しているか

□緊急時の連絡体制を確保

しているか

３ すぎなみ日和（公式ブ

ログ）にて授業風景・学校

行事の様子などを掲載し

ている。保護者会を開催

しており、希望により個

別相談を行っている。そ

の記録はパーソナルデー

タシステムに保存してい

る。問題が発覚した場合

には、電話・電子メール・

書面などで連絡をとり、

保護者と連携を取りなが

ら問題解決にあたってい

る。緊急時の連絡体制は、

連絡先を提出させ保存し

ている。

保護者に成績表の送付

を行っている。またキャ

ンパスプランを活用し授

業の出欠状況を確認でき

るようにしている。

全ての保護者に一律の

教育活動の情報提供は行

えていない。 

今年度も、新型コロナ

ウイルス感染拡大防止の

ため保護者会の開催を断

念せざるを得なかった。

授業見学会の開催、学

園祭などの行事への保護

者の参加を検討してい

く。キャンパスプランを

活用し、更に学生の情報

を保護者が把握できるよ

うにしていく。 

次年度以降は、例年同

様に保護者会を行う予定

でいる。次年度も非常事

態宣言が発令している場

合は、オンラインで行う

ことも検討する。 

すぎなみ日和（公式ブログ） 

URL 
http://blog.tohogakuen.ac.jp/toho/ 

パーソナルデータシステム 

キャンパスプラン（学園総合情報

システム）

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

今年度も新型コロナウイルス感染拡大防止のため実施していない。 

学生生活の様子は、すぎなみ日和（公式ブログ）で保護者に伝えている。 

問題のある学生に関しては保護者と連携をとり解決にあたっている。 

授業の出欠確認をできるようにし、成績表の送付も行っている。 

緊急時の連絡体制は、確保している。 

全ての保護者に対して一律の情報提供を行うことと緊急事態宣言下での保護者会の実

施が今後の課題である。 

「キャンパスプラン」（学園総合情報システム）を導入しており、学生の情報を保護者

が把握できるようにしている。 
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5-21 卒業生・社会人

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

5-21-1 卒業生への支

援体制を整備してい

るか 

□同窓会を組織し、活動状況

を把握しているか

□再就職、キャリアアップ等

について卒業後の相談に適切

に対応しているか

□卒業後のキャリアアップの

ための講座等を開講している

か

□卒業後の研究活動に対する

支援を行っているか

４ TOHO会(同窓会組織)があ

り学校と連携をとり企業在

籍状況、活動状況などを把

握している。卒業後の相談

には卒業生支援室が適切に

サポートしている。また、随

時、公開講座（セミナー）な

どを開催している。 

卒業後の研究活動に対し

て支援は行っていない。 

特になし。 特になし。 TOHO会ホームページ 

http://www.tohogakuen. 

com 

5-21-2 産学連携によ

る卒業後の再教育プ

ログラムの開発・実施

に取組んでいるか 

□関連業界・職能団体等と再

教育プログラムについて共同

開発等を行っているか

□学会・研究会活動において、

関連業界等と連携・協力を行

っているか

４ 産学連携による卒業後の

再教育プログラムの開発は

行なっていないが、業界団

体が実施するプロ向け講習

会や企業の新人教育の会場

として校舎設備を提供し、

そこに卒業生が参加してい

る。 

特になし。 特になし。 

5-21-3 社会人のニー

ズを踏まえた教育環

境を整備しているか 

□社会人経験者の入学に際

し、入学前の履修に関する取

扱いを学則等に定め、適切に

認定しているか

□社会人学生に配慮し、長期

履修制度等を導入しているか

□図書室、実習室等の利用に

おいて、社会人学生に対し配

慮しているか

□社会人学生等に対し、就職

等進路相談において個別相談

を実施しているか

４ 社会人経験者（勤労奨学

生以外）の入学者について、

学則や履修制度、施設など

特別な配慮は行っていな

い。 

必要な場合、個別の対応

を行っている。 

特になし。 特になし。 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

本学園の「TOHO会」(同窓会組織)は、外部組織として確立しており、卒業生の企業在

籍状況などを把握している。関連業界で必要なスキルなどを把握し、卒業生向けのセミ

ナーなどを開催している。社会人経験者については、個別の対応を行っている。 

特になし。 



３８ 

基準６ 教育環境 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【施設・設備等】 

施設・設備は、学生が安全かつ快適に学習に専念できるよ

う、法令や専修学校設置基準に基づいて整備している。放送

関連機器は中長期の更新・改修計画を策定し、日常点検や保

守点検、メンテナンスなどを計画的に実施することで、関連

業界の動向に適合した教育環境の整備を行っている。学生

相談室、図書室、保健室に加え、専任のカウンセラーによる

カウンセリングルームも設置。手洗い設備、消毒剤の設置な

ど、衛生管理も徹底している。スタジオや編集室、機材など

は申請により、学生だけでなく卒業生にも貸出しを行って

おり、専門分野を中心に揃えている図書室の図書も貸出し

可能である。課題は、学生の休憩や食事のためのスペースと

して確保している教室の利便性である。 

【学外実習、インターンシップ等】 

関連業界団体との連携による企業研修、インターンシッ

プを実施しており、成績評価基準は明確になっている。実習

機関の指導者との連絡・協議の機会は確保しており、各報告

書にて教育効果については確認している。学園祭、運動会、

スポーツ大会など学校の行事に積極的に参画させている。

学園祭は TOHO会（同窓会組織）の参加、東放学園ホームペ

ージでの案内、イベントのインターネット生放送配信など

を積極的に行っている。

【防災・安全管理】

学校防災に関しては、消防計画に基づき体制を整備して

いる。教職員には、研修などを通じて防災教育を行い、年 1

回の防災訓練を実施して東京消防庁への報告を行ってい

る。また、学生には学生ガイドと災害対策カードを配布し防

災対策を教示している。防災用設備の定期的な点検、備品な

どの転倒防止措置、避難用具・食糧備蓄についても整備して

いるが、避難用具や食料備蓄の保管場所を教職員全員で確

認する必要がある。災害対策委員会を中心に、学内における

安全対策の検証を実施している。課題は、安全対策の体系化

である。 

【施設・設備等】 

学生の休憩や食事のためのスペースとして確保している

教室の案内や利用方法などを工夫し、環境整備を図ること

で、利用率を高めていく。 

【防災・安全管理】 

学校防災に関しては、災害対策委員会を中心に検証と改

善を繰り返すことで、実効性のあるものにしていく。また、

防災訓練の回数や学生の防災訓練の実施についても検討

し、安全対策の体系化を図っていく。 

【施設・設備】 

テレビスタジオ 1室 

照明専用スタジオ 1室 

多目的用スタジオ 1室 

映像編集室 1室 

ラジオスタジオ 1室 

音響編集室 1室 

美術製作室 1室 

機材室 1室 

コンピュータ実習室  4室 

図書室 1室 

学生相談室 1室 2ブース 

保健室 1室 

放送関連機器は高額なものが多く、全てを一斉に更新す

ることは困難である。故障や破損に備えて保険に加入する

など、教育に支障が出ないよう対策を図っている。  

【学外実習、インターンシップ等】 

関連業界企業に内定した学生を対象に「企業研修制度」を

整備している。 

新型コロナウイルス感染拡大防止対策として各教室、ロビ

ーには、体温計測機器、消毒液、除菌シート、アクリル板、

換気ファンなどを設置し感染予防を行い在庫も十分確保し

ている。 
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6-22 施設・設備等

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

6-22-1 教育上の必要性に

十分対応した施設・設備・

教育用具等を整備してい

るか

□施設・設備・機器類等は設置基準、

関係法令に適合し、かつ、充実して

いるか

□図書室、実習室など、学生の学習

支援のための施設を整備している

か

□図書室の図書は専門分野に応じ

充実しているか

□学生の休憩・食事のためのスペー

スを確保しているか

□施設・設備のバリアフリー化に取

組んでいるか

□手洗い設備など学校施設内の衛

生管理を徹底しているか

□卒業生に施設・設備を提供してい

るか

□施設・設備等の日常点検、定期点

検、補修等について適切に対応して

いるか

□施設・設備等の改築・改修・更新

計画を定め、適切に執行しているか

３ 施設・設備は、専修学校設置

基準に基づいて整備し、更新の

早い放送関連機器も教育上の必

要性を十分検討した上で整備し

ている。 

図書室は、専門分野の図書を

中心に揃え、担当職員と図書委

員で管理している。 

学生の休憩・食事などのスペ

ースはロビーや教室を利用して

いる。 

施設・設備のバリアフリー化

にも取組み、手洗い設備や消毒

剤の設置などの衛生管理も徹底

している。 

新型コロナウイルス感染症対

策に於ける予防グッズを提供し

ている。 

施設・設備は、可能な範囲で

卒業生にも提供している。 

施設・設備・機材は、経年劣

化やシステム変更を見越して、

中長期の更新・改修計画を策定

しており、日常点検や保守点

検、メンテナンスも計画的に実

施している。 

引く続き、新型コロナウイ

ルス感染症対策を、設備やロ

ビー、教室など、共有スペー

スに対しての徹底が必要であ

る。 

学生の休憩や食事のスペー

スとして、確保している教室

の利便性が課題である。 

常時、手指の消毒スペース及

び感染予防対策の飛沫防止シー

ルドの設置状況を確認し、教室

などのこまめな除菌清掃対策を

継続して行う。 

施設・設備の案内や利用方法

などを工夫し、環境整備を図る

ことで利用率を高めていく。 

特になし。 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

法令や専修学校設置基準に基づき、教育上及び保健衛生上適切な施設・設備を整備して

いる。中長期の更新・改修計画を策定し、日常点検や保守点検、メンテナンスなどを計画

的に実施することで、教育上の必要性に十分対応した教育環境の整備を行っている。学生

の休憩や食事のスペースとして確保している教室の案内や利用方法などを工夫し、環境整

備を図ることで利用率を高めていく。 

放送関連機器は高額なものが多く、全てを一斉に更新することは困難である。故障や

破損に備えて保険に加入するなど、教育に支障が出ないよう対策を図っている。 
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6-23 学外実習、インターンシップ等

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

6-23-1 学外実習、イン

ターンシップ、海外研

修等の実施体制を整

備しているか 

□学外実習等について、意義

や教育課程上の位置づけを明

確にしているか

□学外実習等について、実施

要綱・マニュアルを整備し、適

切に運用しているか

□関連業界等との連携による

企業研修等を実施しているか

□学外実習について、成績評

価基準を明確にしているか

□学外実習等について実習機

関の指導者との連絡・協議の

機会を確保しているか

□学外実習等の教育効果につ

いて確認しているか

□学校行事の運営等に学生を

積極的に参画させているか

□卒業生・保護者・関連業界

等、また、学生の就職先に行事

の案内をしているか

4 意義や教育課程上の位置

づけは学生ガイド（シラバ

スなど）に掲載し明確にし

ている。

学外実習を実施の際は実

施要綱を整備して、適切に

運用している。 

関連業界団体との連携に

よる企業研修、インターン

シップを実施している。 

 成績評価基準は明確にな

っている。 

実習機関の指導者との連

絡・協議の機会は確保して

いる。 

各報告書にて教育効果に

ついては確認している。 

運動会、スポーツ大会、学

園祭など積極的に参画させ

ている。特に学園祭は TOHO

会（同窓会組織）の参加や案

内、東放学園ホームページ

での案内、模擬放送のイン

ターネット生放送配信など

を積極的に行っている。

時代に合わせた学外実習や

行事を考査する。 

「Withコロナ」という言葉

があるように、世情と学生

のやる気を融合させて新し

い方法を考える。 

学生ガイド（シラバスな

ど） 

企業研修申告書 

企業研修報告書 

インターンシップに関

する覚書

学生成績評価票

インターンシップ報告

書

東放学園ホームページ 

すぎなみ日和（公式ブロ

グ） 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学外実習の意義や教育課程上の位置づけは学生ガイド（シラバスなど）に掲載し明確に

しており、実施の際は実施要綱を整備して、適切に運用している。 

関連業界団体との連携による企業研修、インターンシップを実施しており、成績評価基

準は明確になっている。実習機関の指導者との連絡・協議の機会は確保しており、各報告

書にて教育効果については確認している。 

運動会、スポーツ大会、学園祭など学校行事に積極的に参加させている。特に学園祭は

TOHO会（同窓会組織）の参加や案内、東放学園ホームページでの案内、模擬放送のインタ

ーネット生放送配信などを積極的に行っている。 

関連業界企業に内定した学生を対象に「企業研修制度」を整備しているが、今年度は新

型コロナウイルス感染拡大の影響で実施する企業が少なくなっている。 
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6-24 防災・安全管理

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

6-24-1 防災に対する

組織体制を整備し、適

切に運用しているか

□学校防災に関する計画、消

防計画や災害発生時における

具体的行動のマニュアルを整

備しているか

□施設・建物・設備の耐震化に

対応しているか

□消防設備等の整備及び保守

点検を法令に基づき行い、改

善が必要な場合は適切に対応

しているか

□防災（消防）訓練を定期的

に実施し、記録を保存してい

るか

□備品の転倒防止など安全管

理を徹底しているか

□教職員・学生に防災研修・教

育を行っているか

３ 毎年度更改の消防計画に

基づく体制を整え、防災用

設備などは定期的に点検を

実施している。2012年に建

物の耐震化は完了してい

る。 

年 1 回の防災訓練を実施

し、東京都の条例に基づき、

避難用具や食糧備蓄なども

整備している。備品などは

転倒防止の措置を施してい

る。 

教職員には研修などを通

じ、防災教育を行っている。 

特に新人職員には防災館へ

の参加を促している。 

学生には学生ガイドと震

災対策カードを配布し教示

している。 

学園に災害対策委員会を

設置、対策と検証を行って

いる。 

計画は策定しているが現

状に即しているかの確認が

必要である。天井や外壁な

どの非構造部材の耐震化は

未実施である。 

学生を含めた訓練の回数

が少ない。学生への認知・

訓練が必要である。 

避難用具や食糧備蓄の保

管場所を職員全員で確認を

する必要がある。 

グループ校を含めた関連

各所との総合訓練が必要で

ある。 

計画書に基づき訓練を実

施、改善を繰り返し実効性

のあるものにしていく。天

井や外壁などの非構造部材

に関しての検討を行う。 

訓練の回数に関して、部

分訓練を含めて災害対策委

員会で検討していく。ガイ

ダンスなどの機会に、本学

が災害対策のための準備を

していることを認知させ

る。転倒防止の処置の徹底

化を行う。 

消防設備点検書類の点検

を業者に依頼する。 

消防計画書 

震災時における教職員

役割分担一覧 

震災に対する準備およ

び訓練 

東放学園防災地図 

消防設備等(特殊消防設

備等)点検結果報告書 

学生ガイド（シラバス） 

震災対策カード 
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

6-24-2 学内におけ

る安全管理体制を整

備し、適切に運用し

ているか

□学校安全計画を策定してい

るか

□学生の生命と学校財産を加

害者から守るための防犯体制

を整備し、適切に運用してい

るか

□授業中に発生した事故等に

関する対応マニュアルを作成

し、適切に運用しているか

□薬品等の危険物の管理にお

いて、定期的にチェックを行

うなど適切に対応しているか

□担当教員の明確化など学外

実習等の安全管理体制を整備

しているか

３ 高所作業など危険を伴う

実習のある教科について

は、事前学習を強化し、教職

員が事故防止に努めてい

る。 

照明実習など、高所作業

を伴う実習では、ヘルメッ

ト・グローブの着用を義務

付けるなど、事故防止への

体制を強化している。

「地震マニュアル（学外

時）」を改定し、災害全般を

想定した「災害対策マニュ

アルを作成した。 

不審者に対応するため

「さすまた」を設置してい

る。 

PCB 廃棄物の処理につい

ては 2019 年 12 月に最終処

分済みである。 

課外活動事故対応、危機

管理の心得、合宿・課外活

動チェックリストなどはあ

るが、2002年に作られたも

ので、経年の変化に対応し

ているかどうかの検証が必

要である。 

部分的なマニュアルのみ

ではなく、内容を検証しつ

つ体系化する。 

課外活動事故対応 

危機管理の心得 

合宿・課外活動チェッ

クリスト 

災害対策マニュアル 

地震対策マニュアル 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校防災に関しては火災への対策の他、地震に対しては災害対策委員会を設置し、対策

と検証を実施し、地震対策マニュアル、災害対策のマニュアルが常備されている。 

特になし 



４４ 

基準７ 学生の募集と受入れ 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【学生募集活動について】 

本校は放送・エンターテインメント業界で活躍できる人材

を育成する教育機関として、入学希望者や保護者、高等学校・

日本語学校の教員などに対し、学校・学科の内容紹介だけで

なく、学生生活や放送・エンターテインメント業界の動向、

卒業生の活躍など、将来をイメージできる情報の提供を行っ

ている。また、体験入学や相談会などの実施により、実際に

授業を体験し、直接相談することができる機会を増やしてい

る。今後もニーズに合わせた募集活動を検討していく。 

新型コロナウイルス感染症対策として体験入学や説明会、

相談会、個別相談、面接などをオンライン形式で実施。対面

式に加え、オンライン形式を導入することで、ハイブリッド

かつ効果的な募集活動を進めている。 

【入学選考について】 

入学選考基準、方法は、規程などに基づき適切に運用し、

見直しも行っている。また、入学希望者の学修履歴や経験が

発揮できるように複数の方法を設定し、公平な選考を実施し

ている。 

【学納金について】 

学納金は、教育内容と社会情勢を考慮し妥当な水準を維

持している。諸経費についても募集要項で明記している。 

【学生募集活動について】 

入学希望者や保護者、高等学校・日本語学校の教員など、

それぞれのニーズに合ったわかりやすい資料作成に努める。

また紙媒体からインターネット媒体などへの移行を進める

とともに、新たなツールやイベントの検討も進める。 

今後はこれまでの対面式に加え、オンライン対応を進め、

ハイブリッドかつ効果的な募集活動をさらに進めていく。 

【入学選考について】 

入学制度や選考基準は、時代に合うように、毎年度検討す

る。 

【学納金について】 

学納金は教育内容と社会環境を考慮し、毎年度検討する。 

入学希望者や保護者、高等学校・日本語学校の教員などは、

放送・エンターテインメント業界についての理解度が高くな

く、就職や労働環境などに関して厳しい印象を持たれる傾向

もあるため、放送・エンターテインメント業界の特性や職種

の状況を説明している。 

日本全国および海外複数国からの入学者がおり、広報・募

集活動は国内のみならずアジア圏でも行っている。また、台

湾には事務所を置いている。 

東放学園ホームページ、SNS などでは、随時最新情報を提

供している。 

入学時・2 年進級時・卒業時にアンケート調査を行い、本

校の教育成果に対する入学希望者の認識を確認し、より正確

な情報の提供を行えるよう努力している。 

本校は放送・エンターテインメント業界の未来を築く人材

育成を行う専門学校であり、職種により、その求められる人

材像は多岐に渡っている。 

出願前に、相談、見学の機会などがなかった出願者の場合

には、入学選考担当者から連絡を入れ、書類では把握できな

い点も聞き取り、入学選考に反映させている。 

入学金、授業料などの学納金以外に必要な経費などに関し

ても、募集要項に掲載している。 
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7-25 学生募集活動

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-1 高等学校等接

続する教育機関に対

する情報提供に取組

んでいるか 

□高等学校等における進学説

明会に参加し教育活動等の情

報提供を行っているか

□高等学校等の教職員に対す

る入学説明会を実施している

か

□教員又は保護者向けの「学

校案内」等を作成しているか

３ 高等学校や日本語学校

などの校内ガイダンスへ

の参加や教職員への訪問

を実施しており、教育活動

などの情報提供を行って

いる。 

入学希望者向けの学校

案内書以外に保護者向け

資料や教員向けメールマ

ガジンなども作成し、対象

者に合わせた情報提供を

行っている。 

体験入学と同時に保護

者説明会も開催している。 

放送・エンターテインメ

ント業界の仕組みや卒業

後の進路について、高等学

校などの教員や保護者の

理解度は高くない。

現在使用しているツー

ルを見直すとともに、新た

なツールやイベントの企

画を進める。 

保護者向け資料などは

放送・エンターテインメン

ト業界の動向や変化など

に対応した内容とする。

保護者のみなさまへ 

（保護者向けパンフレット） 

教員向けメールマガジン 

7-25-2 学生募集を適

切かつ効果的に行っ

ているか 

□入学時期に照らし、適切な

時期に願書の受付を開始して

いるか

□専修学校団体が行う自主規

制に即した募集活動を行って

いるか

□志願者等からの入学相談に

適切に対応しているか

□学校案内等において、特徴

ある教育活動、学修成果等に

ついて正確に、分かりやすく

紹介しているか

３ 4 月入学に合わせて適切

な時期に願書の受付を開

始している。 

募集要項には、入試方法

や日程を明確に記載し、専

修学校団体が行う自主規

制に即した募集活動を行

っている。 

来校相談のほか、LINEや

電話、オンラインでの相談

にも対応している。遠方在

住の入学希望者には独自

説明会を開催するなど、ス

タッフを各地に派遣し、対

応している。 

高校生を中心に社会人、

大学生、留学生と多岐にわ

たる入学希望者、それぞれ

に対応した効果的かつ効

率的な募集方法を考える

必要がある。 

授業の様子を動画で紹

介するなど、入学希望者の

ニーズに合ったわかりや

すい資料作成に努めると

ともに、学校情報を希望者

に届ける効果的な媒体に

ついても研究を進めてい

く。

また、これまでの対面式

に加え、オンライン対応を

進め、ハイブリッドかつ効

果的な募集活動をさらに

進めていく。 

募集要項 

募集要項（留学生） 

TOHO GAKUEN SCHOOL GUIDE 

（学校案内書） 

保護者のみなさまへ 

（保護者向けパンフレット） 

進路決定者一覧 

東放学園ホームページ 

東放学園 Twitter 

東放学園 Facebook 

東放学園 LINE 

東放学園 Instagram 
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小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き □広報活動・学生募集活動に

おいて、情報管理等のチェッ

ク体制を整備しているか

□体験入学、オープンキャン

パスなどの実施において、多

くの参加機会の提供や実施内

容の工夫など行っているか

□志望者の状況に応じて多様

な試験・選考方法を取入れて

いるか

具体的なカリキュラムや

成果である卒業後の進路な

どは学校案内書や東放学園

ホームページ、SNSなどを利

用し紹介している。また学

生生活や放送・エンターテ

インメント業界の動向、卒

業生の活躍を紹介するな

ど、将来をイメージできる

情報の提供を行っている。

個人情報の取扱いについ

ては、プライバシーポリシ

ーに基づき、情報管理を徹

底している。 

体験入学や学校説明会、

保護者説明会、校舎見学、全

国各地で開催する独自の説

明会、オンラインでの体験

入学や説明会、相談会、放

送・エンターテインメント

業界の仕事を体験できるセ

ミナーや業界で活躍してい

る卒業生や在校生から話を

聞くことができる機会を設

け、学校・学科・業界への理

解を深めてもらっている。

また、指定寮無料宿泊体験

を実施し、遠方からも参加

しやすくしている。

東放学園プライバシー

ポリシー 
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小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-25-2 続き □志望者の状況に応じて多様

な試験・選考方法を取入れて

いるか

入学希望者の状況に応じ

て 3 つの入学方法を設定

し、募集要項にも明記して

いる。また、AO入学エント

リー面接や一般入学の面接

を東京および全国各地で実

施している。また、インター

ネット出願やオンラインで

の面接も実施している。

海外からの留学生につい

ても 2 つの入試方法を設定

し、募集要項（留学生）にも

明記している。また入学試

験は東京以外の国内外の都

市でも実施している。 

東放学園プライバシーポ

リシー 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学希望者や保護者、高等学校・日本語学校の教員などに対し、学校・学科の内容紹介

だけでなく、学生生活や放送・エンターテインメント業界の動向、卒業生の活躍など、将

来をイメージできる情報の提供を行っている。また、体験入学や相談会などの実施により、

実際に授業を体験し、直接相談することができる機会を増やしている。今後もニーズに合

わせた募集活動を検討していく。 

新型コロナウイルス感染症対策として体験入学や説明会、相談会、個別相談、面接など

をオンライン形式で実施。対面式に加え、オンライン形式を導入することで、ハイブリッ

トかつ効果的な募集活動を進めている。 

入学希望者や保護者、高等学校・日本語学校の教員などは、放送・エンターテインメ

ント業界についての理解度が高くなく、就職や労働環境などに関して厳しい印象を持た

れる傾向もあるため、放送・エンターテインメント業界の特性や職種の状況を説明して

いる。 

日本全国および海外複数国からの入学者がおり、広報・募集活動は国内のみならずア

ジア圏でも行っている。また、台湾には事務所を置いている。 

東放学園ホームページ、SNSなどでは、随時最新情報を提供している。 

入学時・2 年進級時・卒業時にアンケート調査を行い、本校の教育成果に対する入学

希望者の認識を確認し、より正確な情報の提供を行えるよう努力している。 
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7-26 入学選考

小項目 チェック項目 評定 
現状・具体的な取組

等 
課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-26-1 入学選考基準を

明確化し、適切に運用

しているか 

□入学選考基準、方法は、規程

等で明確に定めているか

□入学選考等は、規程等に基づ

き適切に運用しているか

□入学選考の公平性を確保する

ための合否判定体制を整備して

いるか

４ 入学選考基準、方法は、

「東放学園入学試験制度

規程」「東放学園 AO入試制

度規程」で定めており、そ

の規程などに基づき適切

に運用し、見直しも行って

いる。 

入学選考担当者は「東放

学園入学試験制度規程」を

十分に把握し、選考にあた

っている。 

入学希望者の学修履歴

や経験が発揮できるよう

に複数の方法を設定し、公

平な選考を実施している。 

特になし。 特になし。 東放学園入学試験制度規程 

東放学園 AO入試制度規程 

募集要項 

募集要項（留学生） 

7-26-2 入学選考に関す

る実績を把握し、授業

改善等に活用している

か 

□学科毎の合格率・辞退率など

の現況を示すデータを蓄積し、

適切に管理しているか

□学科毎の入学者の傾向につい

て把握し、授業方法の検討など

適切に対応しているか

□学科別応募者数・入学者数の

予測数値を算出しているか

□財務等の計画数値と応募者数

の予測値等との整合性を図って

いるか

４ 学科ごとに入学者の傾

向、入試結果、入学手続状

況を把握し、募集活動の報

告書を作成している。 

入学者の傾向は、学科ご

とに見直しを行い、カリキ

ュラムや授業方法などに

活用している。 

出願者数・入学者数の予

測値を算出し、理事会など

で検討している。財務など

の計画数値との整合性を

図っている。  

特になし。 特になし。 学科戦略表 
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中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学選考基準、方法は、規程などに基づき適切に運用し、見直しも行っている。また、入

学希望者の学修履歴や経験が発揮できるように複数の方法を設定し、公平な選考を実施し

ている。 

本校は放送・エンターテインメント業界の未来を築く人材育成を行う専門学校であり、職

種により、その求められる人材像は多岐に渡っている。 

出願前に、相談、見学の機会などがなかった出願者の場合には、入学選考担当者から連絡

を入れ、書類では把握できない点も聞き取り、入学選考に反映させている。 



５０ 
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7-27 学納金

小項目 チェック項目 評定 現状・具体的な取組等 課 題 課題の改善方策 参照資料 

7-27-1 経費内容に対

応し、学納金を算定し

ているか 

□学納金の算定内容、決定の

過程を明確にしているか

□学納金の水準を把握してい

るか

□学納金等徴収する金額はす

べて明示しているか

４ 学納金は、教育内容に見

合った金額を算定してお

り、その変更については理

事会において検討、承認を

得ている。また社会や経済

の動向を確認し、学納金の

見直しを行っている。 

学納金の水準を把握して

いる。 

学納金等徴収する金額

は、募集要項にもその内訳

を明記している。 

特になし。 特になし。 募集要項 

募集要項（留学生） 

7-27-2 入学辞退者に

対し、授業料等につい

て、適正な取扱を行っ

ているか 

□文部科学省通知の趣旨に基

づき、入学辞退者に対する授

業料の返還の取扱いに対し

て、募集要項等に明示し、適切

に取扱っているか

４ 3月 31日までに入学辞退

を申し出た者には授業料な

どの返還に応じる旨を募集

要項に明記し対応してい

る。 

特になし。 特になし。 募集要項 

募集要項（留学生） 

入学手続書類 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学納金は、教育内容と社会情勢を考慮し妥当な水準を維持している。諸経費についても

募集要項で明記している。今後も社会情勢や経済状況に対応する必要が出てくると思われ

る。 

入学金、授業料などの学納金以外に必要な経費などに関しても、募集要項に掲載して

いる。 



５１ 

基準８ 財 務 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【財務基盤】 

入学者を確保するための計画・戦略に力を入れ、財務基

盤の安定に努める。収入と支出のバランスの維持を継続し

ていく。 

【財務数値分析】 

決算書類の数値から、対前年度との比較を中心に分析を

行い、必要に応じ、過去 3年間の数値についても分析して

いる。教育研究経費比率、人件費比率共に数値は適正であ

る。 

【予算・収支計画】 

5ヵ年事業計画と、単年度事業計画に基づき、予算・収

支計画を策定している。予算執行は、予算管理担当者が確

認している。 

【会計監査の実施】 

法令に基づき、監査法人監査及び監事監査を実施してい

る。 

【財務情報公開】 

東放学園ホームページ上での公開は、一部資料をわかり

やすい表記に更新して、2019 年 6 月より対応している。 

特になし。 特になし。 
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8-28 財務基盤

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-28-1 学校及び法人

運営の中長期的な財

務基盤は安定してい

るか

□応募者数・入学者数及び定

員充足率の推移を把握してい

るか

□収入と支出はバランスがと

れているか

□貸借対照表の翌年度繰越収

支差額がマイナスになってい

る場合、それを解消する計画

を立てているか

□事業活動収支計算書の当年

度収支差額がマイナスとなっ

ている場合、その原因を正確

に把握しているか

□設備投資が過大になってい

ないか

□負債は返還可能の範囲で妥

当な数値となっているか

４ 出願者数・入学者数の把

握はしている。定員充足率

の推移は、単年度レベルで

の把握としている。 

新入生数・在校生数にお

ける収入額に見合った支出

額を策定し (設備投資額

含)、収支バランスをとるよ

う心掛けている。 

貸借対照表の翌年度繰越

収支差額はプラスである。 

事業活動収支計算書の当

年度収支差額はマイナスで

あるが、原因は把握してい

る。運営会議、理事会などで

も決算書内容の分析につい

て法人本部長より補足説明

をし了解を得ている。 

機器備品検討会議を行

い、各部門間で精査し決め

られた予算内で計画的に設

備投資を実施している。 

負債のうち、借入金はな

いため、財務基盤は安定し

ている。 

特になし。 特になし。 資金収支計算書 

事業活動収支計算書 

貸借対照表 

8-28-2 学校及び法人

運営に係る主要な財

務数値に関する財務

分析を行っているか

□最近３年間の収支状況（事

業活動収支・資金収支）による

財務分析を行っているか

□最近３年間の財産目録・貸

借対照表の数値による財務分

析を行っているか

４ 収支状況による財務分析

は、決算書類の数値に基づ

き法人本部で行っている。

過去 3 年間に渡り、分析し

ている。但し、財産目録によ

る定型的対比は分析しづら

いため、記載内容全体で比

較している。 

特になし。 特になし。 資金収支計算書 

事業活動収支計算書 

貸借対照表 

資金繰表  
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小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-28-2 続き □最近３年間の設置基準等に

定める負債関係の割合推移デ

ータによる償還計画を策定し

ているか

□キャッシュフローの状況を

示すデータはあるか

□教育研究費比率、人件費比

率の数値は適切な数値になっ

ているか

□コスト管理を適切に行って

いるか

□収支の状況について自己評

価しているか

□改善が必要な場合におい

て、今後の財務改善計画を策

定しているか

負債のうち、借入金・長期

未払金はない。 

キャッシュフローの状況

は、資金繰表を担当者が毎

月作成し、把握している。 

教育研究費比率、人件費

比率共に適正値である。 

コスト管理は費用対効果

に留意して、複数の担当者

で予算作成と執行管理を行

っている。 

収支の状況は、自己評価

を行い、全体的にバランス

がとれている。 

現在は、客観的に見ても

収支状況の改善が必要な状

況ではないため、財務改善

計画は策定していない。 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

入学者数、在校生数の学費収入に見合った支出予算を引き続き維持することが重要で

ある。教育研究費比率、人件費比率の数値は適切である。 

特になし。 



５４ 

8-29 （1/1） 

8-29 予算・収支計画

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-29-1 教育目標との

整合性を図り、単年度

予算、中期計画を策定

しているか

□予算編成に際して、教育目

標、中期計画、事業計画等と整

合性を図っているか

□予算の編成過程及び決定過

程は明確になっているか

４ 5ヵ年事業計画書・単年度

事業計画書に基づき、予算・

収支計画を作成している。

決定にあたっては理事会及

び運営会議時に事前に提示

し、確認を行っている。 

特になし。 特になし。 5ヵ年事業計画書・単年

度事業計画書 

8-29-2 予算及び計画

に基づき、適正に執行

管理を行っているか

□予算の執行計画を策定して

いるか

□予算と決算に大きな乖離を

生じていないか

□予算超過が見込まれる場

合、適切に補正措置を行って

いるか

□予算規程、経理規程を整備

しているか

□予算執行にあたってチェッ

ク体制を整備するなど誤りの

ない適切な会計処理を行って

いるか

３ 予算執行計画は、各部門

で作成している予算申請書

の内容に基づき執行する。 

予算と決算に大きな乖離

は生じていない。また、予算

超過になる前に事前に理事

会で協議の上、予備費を活

用するなどの対応をしてい

る。 

経理規程を必要に応じ整

備している。予算について

は経理規程内に明記してい

る。 

予算の執行は、必ず所属

長の承認を受けた後に行う

ことを徹底している。 

予算執行の際、各部門の

経理処理を正確・適切に行

う必要がある。 

各部門の経理担当者と緊

密に連携し、必要に応じて

勉強会を実施する。 

予算執行の取扱いにつ

いて(資料) 

経理規程 

経理規程施行細則 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

予算執行・管理は、予算管理担当者が定期的に確認している。また、適正な勘定科目で

執行されるよう、各経理担当者と緊密に連携し、必要に応じて勉強会を実施するなど、知

識向上にも注力していくことが必要である。 

特になし。 



５５ 

8-30 （1/1） 

8-30 監査

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-30-1 私立学校法及

び寄附行為に基づき、

適切に監査を実施し

ているか

□私立学校法及び寄附行為に

基づき、適切に監査を実施し

ているか

□監査報告書を作成し理事会

等で報告しているか

□監事の監査に加えて、監査

法人による外部監査を実施し

ているか

□監査時における改善意見に

ついて記録し、適切に対応し

ているか

４ 各法令などに沿って、監

査法人と学園監事による監

査を実施している。また、監

査時の指摘事項などは記録

し、理事長・法人本部長へ報

告している。 

尚、監事と監査法人名が

記載された監査報告書は、

決算書などに添付し理事

会・評議員会で承認を受け

ている。 

特になし。 特になし。 決算書(監査報告書) 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

法令に基づき、監査法人監査・監事監査が行われている。 

指摘事項については記録し、理事長・法人本部長へ報告している。 

特になし。 



５６ 

8-31 （1/1） 

8-31 財務情報の公開

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

8-31-1 私立学校法に

基づく財務公開体制

を整備し、適切に運用

しているか

□財務公開規程を整備し、適

切に運用しているか

□公開が義務づけられている

財務帳票、事業報告書を作成

しているか

□財務公開の実績を記録して

いるか

□公開方法についてホームペ

ージに掲載するなど積極的な

公開に取組んでいるか

３ 財務公開規程(財務書類

等閲覧規程)を整備し、2016

年 4月 1日より施行した。 

閲覧公開用としての財務

帳票・事業報告書は作成済

である。閲覧が迅速かつ安

定的に運用できるよう目指

している。 

東放学園ホームページ上

での公開は、一部資料をわ

かりやすい表記に更新し

て、2019年 6月より対応し

ている。 

担当各関係者間で、対応

と手順の確認、連携などが

円滑にいかない場合も予想

される。 

財務書類等閲覧規程を適

切に運用することを、定期

的に学務管理部長会議内で

確認し、対応手順などを共

有していく。 

財務書類等閲覧規程 

財産目録 

資金収支計算書 

事業活動収支計算書 

貸借対照表 

事業報告書 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

東放学園ホームページ上での公開は、一部資料をわかりやすい表記に更新して、2019

年 6月より対応している。 

特になし。 



５７ 

基準９ 法令等の遵守 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【関係法令、設置基準の遵守】 

社会の信頼を得るべく学校運営の適正化を図るために、

法令や専修学校設置基準を遵守する体制を整え、学則変更

などの諸届や各種規程の整備・改定を適宜行っている。 

今後、より踏み込んだ整備を進め、時代の流れに即応した

適正な学校運営を進めていく。 

【個人情報保護】 

個人情報の保護に関するセキュリティ基本方針などの規

程を定め、教職員・学生などに対して様々な啓発活動を実施

している。また、セキュリティの脅威から情報資産を守るた

め様々な対策を講じている。 

【学校評価】 

  自己評価、学校関係者評価ともに規程に則り、毎年実施

し、評価結果を報告書にまとめ東放学園ホームページに一

般公開をしている。また、東放学園コミュニティサイト（教

職員用）にも公開している。 

【教育情報の公開】 

学校の概要や教育内容などの情報は、TOHOGAKUEN 

SCHOOL GUIDE、東放学園ホームページ、すぎなみ日和（公

式ブログ）、SNSなどで、学生、保護者、関連業界に公開し

ている。 

【関係法令、設置基準の遵守】 

各種規程類の運用管理は、規程等管理規程に則り行われ

ている。 

規程の整備については、未整備の規程や改定の必要な規

程がないかどうかを洗い出す作業を継続的に進めていく。 

【個人情報保護】 

最新のセキュリティ関連情報を収集し、規程が適切に運

用されているかどうか定期的な監査を担えるよう、個人情

報の保護に関する専門知識と ITスキルを有する教職員で構

成された委員会を運営している。 

【関係法令、設置基準の遵守】 

法令遵守に関する必要事項の検討や対処について、学校

運営に関わるものは、主に学校と法人本部学校事務総括部

が連携して行い、経営に関わるものは、法人本部法人総務部

が主導で行っている。 

【個人情報保護】 

個人情報の保護に関する規程は学校事務総括部が管理し

ている。 

【学校評価】 

学校法人東放学園 学校評価委員会 

〔統括〕部門長 1名 

〔委員〕教職員  9名 

東放学園専門学校 学校関係者評価委員会 

〔委員〕学校有識者 1名、業界関係者 2名、卒業生 1名、

在校生保護者 1名、高校教諭 1名 計 6名 

〔事務局〕校長、副校長･教務教育部長、 

学務管理部長、職員 1名    計 4名 

【教育情報の公開】 

東放学園ホームページ 

https://www.tohogakuen.ac.jp/toho/ 

すぎなみ日和（公式ブログ） 

http://blog.tohogakuen.ac.jp/toho/ 



５８ 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

9-32-1 法令や専修学

校設置基準等を遵守

し、適正な学校運営を

行っているか

□関係法令及び設置基準等に

基づき、学校運営を行うとと

もに、必要な諸届等適切に行

っているか

□学校運営に必要な規則・規

程等を整備し、適切に運用し

ているか

□セクシュアルハラスメント

等ハラスメント防止のための

方針を明確化し、防止のため

の対応マニュアルを策定して

適切に運用しているか

□教職員、学生に対し、コンプ

ライアンスに関する相談受付

窓口を設置しているか

□教職員、学生に対し、法令遵

守に関する研修・教育を行っ

ているか

４   関係法令に基づく適正な

学校運営を行うため、学校

と法人本部が連携して、適

宜学則変更の必要な届出を

行っている。学内規程の整

備も随時行っている。 

ハラスメント防止につい

て、その方針や対策を教職

員向けホームページにて教

職員全体へ周知している。

学生に対しては、学生ガイ

ド（シラバスなど）に取り組

みを掲載しており、相談窓

口も設けている。また、学生

から様々な意見を受け付け

る体制を整えている。 

法令遵守に関して、教職

員には職員会議で周知徹底

し、学生に対しては学生ガ

イドへの掲載やオリエンテ

ーションにて法令遵守に基

づく学校の規則やルールと

して説明している。

法人本部において学内規

程の整備を進めており、制

度改正などに伴う規程の見

直しは、速やかに行わなけ

ればならない。 

放送マスコミ業界・高校

の教員・学生・在校生・保護

者・地域からの信頼を確保

するためにもスクールコン

プライアンスの確立が必要

である。 

規程の整備について、法

人本部と関係する部門・部

署や会議体が連携して、新

たな規程の制定、既存規程

の改定などの必要性を洗い

出す作業を継続的に進めて

いく。 

ハラスメント防止に関す

る方針や対策を明確にした

マニュアルなどを整備した

上で教職員へ周知徹底す

る。

学則等届出資料 

規程等管理規程 

各種学内規程 

ハラスメント関連の掲

示物

学生ガイド（シラバスな 

ど） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校運営の適正化を図るために、関係法令や専修学校設置基準等を遵守する体制を整え

ている。それに基づき、時代の流れに即応した適正な運営が実施されるように学則変更な

どの諸届や各種規程の整備・改定などを適宜行っている。 

今後、制度改正に速やかに対応し、教職員や関係者へ周知徹底を図り適正な学校運営を

進めていく。 

法令遵守に関する必要事項の検討や対処について、学校運営に関わるものは、主に学

校と法人本部学校事務総括部が連携して行い、経営に関わるものは、法人本部法人総務

部が主導で行っている。 



５９ 

9-33 （1/1） 

9-33 個人情報保護

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

9-33-1 学校が保有

する個人情報保護

に関する対策を実

施しているか 

□個人情報保護に関する取扱

方針・規程を定め、適切に運用

しているか

□大量の個人データを蓄積し

た電磁記録の取扱いに関し、

規程を定め、適切に運用して

いるか

□学校が開設したサイトの運

用にあたって、情報漏えい等

の防止策を講じているか

□学生・教職員に個人情報管

理に関する啓発及び教育を実

施しているか

４ 個人情報の取扱いに関す

る規程を定め、学園の業務に

携わる者はその遵守に努め

ている。また、個人情報が漏

洩などの事故に遭遇した場

合の善後策を準備してある。 

電子データは専任の管理

者が規程に則り、保護対策、

多重バックアップを実施し

ている。紙媒体の管理は施錠

保管、倉庫保管、耐火金庫保

管で区分けして管理してい

る。 

東放学園ホームページか

ら個人情報を取得する際は、

SSL でデータを暗号化して保

護されたデータベースに蓄

積している。 

教職員向け勉強会や校内

ポスターの掲示、文書などで

周知を行うことで個人情報

保護の意識啓発を実施して

いる。 

 関連する規程類を定期

的に棚卸し、現時点での要

不要を含めて、内容を見直

す。 

最新のセキュリティ関連

情報を収集し、規程が適切

に運用されているかどうか

定期的な監査を行う。その

結果、規程が現場の状況に

適していなければ、最新の

法律や他の組織の現状を踏

まえて不備や不足を見直

す。 

個人情報に関する様々な

事柄を職員会議や研修会な

どを通して教職員に周知・

徹底する。 

2021年度、情報セキュリ

ティポリシーを見直し、私

物端末とクラウドサービス

利用に関するセキュリティ

対策を規定した。

個人情報セキュリティ

基本方針、対策基準 

事故・事件対応マニュア

ル 

情報セキュリティポリ

シー 

ソーシャルメディアガ

イドライン

プライバシーポリシー

サイトポリシー 

教職員研修資料 

学内啓発ポスター 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

個人情報の保護に関するセキュリティ基本方針等の規程を定め、教職員・学生等に対し

て様々な啓発活動を実施している。セキュリティの脅威から情報資産を守るため様々な対

策を講じている。 

 IT スキルの高い教職員で組織された情報管理・システム委員会が規程の運用状況を定

期的に監査し、改善が必要な場合は速やかに対策を講じている。 



６０ 

9-34 （1/2） 

9-34 学校評価

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

9-34-1 自己評価の実

施体制を整備し、評価

を行っているか 

□実施に関し、学則及び規程

等を整備し実施しているか

□実施に係る組織体制を整備

し、毎年度定期的に全学で取

組んでいるか

□評価結果に基づき、学校改

善に取組んでいるか

４ 自己評価は学則に規定

し、学内規程も制定済みで

ある。 

毎年、法人で委員会を設

置し、組織的な実施体制で

取り組んでいる。 

評価結果を基に改善を進

めている。 

特になし。 特になし。 学則 

自己点検・評価規程 

自己評価報告書 

9-34-2 自己評価結果

を公表しているか 

□評価結果を報告書に取りま

とめているか

□評価結果をホームページに

掲載するなど広く社会に公表

しているか

４ 毎年報告書を作成し東放

学園コミュニティーサイト

（教職員専用）に掲載し教

職員や関係者に公表してい

る。 

評価結果は、東放学園ホ

ームページに掲載し一般へ

の公開をしている。 

特になし。   特になし。 自己評価報告書 

東放学園コミュニティ

ーサイト（教職員専用） 

東放学園ホームページ 

9-34-3 学校関係者評

価の実施体制を整備

し評価を行っている

か 

□実施に関し、学則及び規程

等を整備し実施しているか

□実施に際して組織体制を整

備し、実施しているか

□設置課程・学科に関連業界

等から委員を適切に選任して

いるか

□評価結果に基づく学校改善

に取組んでいるか

４ 学校関係者評価委員会の

実施に関し、学則及び規定

などを整備し、学校関係者

評価委員会を設置してい

る。 

設置学科に関連する業界

などから適切な人材を選任

している。 

評価結果に基づき改善に

取り組んでいる。 

特になし。 特になし。 学校関係者評価規程 

学校関係者評価報告書 



６１ 

9-34 （2/2） 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

9-34-4  学校関係者

評価結果を公表して

いるか 

□評価結果を報告書に取りま

とめているか

□評価結果をホームページに

掲載するなど広く社会に公表

しているか

４ 評価結果は、報告書とし

て取りまとめ事務局が管理

している。 

評価結果は、東放学園ホ

ームページで一般公開をし

ている。また、東放学園コミ

ュニティーサイト（教職員

専用）にも公開している。 

特になし。 特になし。 学校関係者評価報告書 

東放学園ホームページ 

東放学園コミュニティ

ーサイト（教職員用） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

  自己評価、学校関係者評価ともに規定に則り、毎年度実施し評価結果を報告書にまと

め東放学園ホームページに一般公開をしている。 

学校関係者評価報告書を東放学園コミュニティーサイト（教職員用）に公開をしてい

る。 

学校法人東放学園 学校評価委員会 

〔統 括〕部門長 1名 

〔委 員〕教職員  9名 

東放学園専門学校 学校関係者評価委員会 

〔委 員〕学校有識者 1名、業界関係者 2名、 

卒業生 1名、在校生保護者 1名、高校教諭 1名 計 6名 

〔事務局〕校長１名、副校長兼教務教育部長１名、学務管理部長１名 

職員 1名 



６２ 

9-35 （1/1） 

9-35 教育情報の公開

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

9-35-1 教育情報に関

する情報公開を積極

的に行っているか 

□学校の概要、教育内容、教職

員等教育情報を積極的に公開

しているか

□学生、保護者、関連業界等広

く社会に公開するための方法

で公開しているか

４ 学校の概要や教育内容な

どの情報は、TOHOGAKUEN 

SCHOOL GUIDE、東放学園ホ

ームページ、すぎなみ日和

（公式ブログ）、SNSなど

で、学生、保護者、関連業

界に公開している。 

特になし。 特になし。 TOHOGAKUEN SCHOOL 

GUIDE 

（学校案内書） 

東放学園ホームページ 

すぎなみ日和（公式ブロ

グ） 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

学校の概要や教育内容などの情報は、TOHOGAKUEN SCHOOL GUIDE、東放学園ホームペー

ジ、すぎなみ日和（公式ブログ）、SNSなどで、学生、保護者、関連業界に公開してい

る。 

特になし。 



６３ 

基準１０ 社会貢献・地域貢献 

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

【社会貢献・地域貢献】 

企業と連携した教育プログラムや、施設設備の開放は

しているが、留学生の派遣や生涯学習の開講はしていな

い。社会貢献や意識醸成の取り組みとして近隣清掃やペ

ットボトルキャップの回収、資源リサイクルの推進など

を行っている。学校の教育資源を活かした社会や地域へ

の貢献、国際交流を検討する必要がある。 

※2021 年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のた

め実施しない。 

【ボランティア活動】 

ボランティア活動については、授業化されており、活

動報告があった場合は、時間数取得が可能である。学校

内のボランティアとして図書ボランティアが活動して

いる。学生ボランティアの自主性・自発性を促すために、

情報提供や活動報告方法などの支援体制の強化を検討

する必要がある 

※2021 年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のた

め実施しない。 

【社会貢献・地域貢献】 

行政機関からの委託研究など事業や施設･設備の貸し出

しは出来る範囲で行う。生涯学習講座の開講を検討する。

資源リサイクルを周知徹底させる。国際交流の機会を増や

す指針を作る。 

【ボランティア活動】 

掲示やホームルームなどでの情報提供を検討する。ボラ

ンティア活動への参加促進と実績評価について検討する。 

【ボランティア活動】 

各種イベント、コンサートなどへのスタッフ派遣・技術協

力や地域のラジオ番組制作の協力。 

2回／月：学校周辺のゴミ拾い、 

ペットボトルキャップの回収(貧困地域への支援) 

ゴミの仕分け(環境汚染対策)など 



６４ 

10-36 （1/2）

10-36 社会貢献・地域貢献 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

10-36-1  学校の教

育資源を活用した

社会貢献・地域貢献

を行っているか

□産・学・行政・地域等との

連携に関する方針・規程等を

整備しているか

□企業や行政と連携した教

育プログラムの開発、共同研

究の実績はあるか

□国の機関からの委託研究

及び雇用促進事業について

積極的に受託しているか

□学校施設・設備等を地域・

関連業界等・卒業生等に開放

しているか

□高等学校等が行うキャリ

ア教育等の授業実施に教員

等を派遣するなど積極的に

協力・支援しているか

□学校の実習施設等を活用

し高等学校の職業教育等の

授業実施に協力・支援してい

るか

□地域の受講者等を対象と

した「生涯学習講座」を開講

しているか

□環境問題など重要な社会

問題の解決に貢献するため

の活動を行っているか

□学生・教職員に対し、重要

な社会問題に対する問題意

識の醸成のための教育、研修

に取組んでいるか

３ 産・学・行政・地域などと

の連携に関する方針・規定な

どは整備していない。 

企業や行政連携した教育プ

ログラムを行った実績はあ

る。

国の機関からの委託研究、

雇用促進事業の受託はない。 

施設・設備をテレビや映画

などの撮影場所として貸出

し、地域イベントなどの活動

で、機材や学生スタッフ、教

員を派遣して協力することが

ある。 

機材を使った職業体験とな

る模擬授業を、学校紹介を兼

ねて高等学校で実施してい

る。 

修学旅行生に職業教育の一

環で学内施設の見学・説明な

どで協力することがある。 

高等学校が行うキャリア教

育の授業実施に教員を派遣し

ている。 

生涯学習講座の開講はして

いない。 

近隣清掃の実施、世界の子

供たちへのワクチン募金とな

るペットボトルキャップの回

収を実施している。 

省エネ対策、環境汚染対策

などをできる範囲で行ってい

る。 

『横浜市民防災センター映

画祭 2019』にて作文賞を受容

した作品のアニメーション制

作に協力した。 

施設・設備の貸出しは

授業で使用していること

が多く、協力できないこ

とがある。また、新型コロ

ナウイルス感染拡大を受

けて、外部の人の立ち入

りを抑える観点から受入

れできないことが増え

た。

省エネ対策、環境汚染

対策などの問題意識の醸

成のための教育、研修の

取り組みは十分とはいえ

ない。 

国の機関からの委託研

究などの事業や施設・設

備の貸出しは出来る範囲

で行う。 

地域貢献として生涯学

習講座の開講を検討す

る。 

資源リサイクルなどの

周知徹底を推進する。 

学生ガイド（シラバスなど） 

教室・スタジオ等の施設貸し出し

時の企画書 

学校施設使用申請書 

『協力して命を守ろう』アニメー

ション映像科 

Youtube 

https://youtu.be/scQOz-T-JA8 

https://www.tohogakuen.ac.jp/ 

toho/news/detail/1282 



６５ 

10-36 （2/2）

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

10-36-2 国際交流に

取組んでいるか

□海外の教育機関との国際交

流の推進に関する方針を定め

ているか

□海外の教育機関と教職員の

人事交流・共同研究等を行って

いるか

□海外の教育機関と留学生の

受入れ、派遣、研修の実施など

交流を行っているか

□留学生の受入れのため、学修

成果、教育目標を明確化し、体

系的な教育課程の編成に取組

んでいるか

□海外教育機関との人事交流、

研修の実施など、国際水準の教

育力の確保に向け取組んでい

るか

□留学生の受入れを促進する

ために学校が行う教育課程、

教育内容・方法等について国

内外に積極的に情報発信を行

っているか

３ 任意参加の海外研修で欧

米の TV 局見学などの研修に

参加する機会は提供してい

るが新型コロナウイルスの

感染拡大の影響で近年は実

施していない。 

東放学園ホームページで

教育内容を各国の言語で掲

載し、海外の卒業生組織や

日本留学フェアなどのイベ

ントブースで学校を紹介し

ている。またオンラインな

どにより説明会や相談会を

実施し、情報発信を行って

いる。 

任意参加の海外研修などは

あるが、近年の新型コロナウ

イルスの感染拡大における国

際情勢の影響を受け、実施を

見送ることもあり、予定通り

機会を与えられないこともあ

る。 

 新型コロナウイルス感染

拡大の状況なども鑑みて今

後の海外研修を検討する。 

学生ガイド（シラ

バスなど） 

海外研修しおり 

留学生就職内定者

一覧 

募集要項（留学生） 

東放学園ホームペ

ージ 

日本留学フェア 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

企業と連携した教育プログラムや、施設設備などの開放はしているが、留学生の派遣

や生涯学習の開講はしていない。また、環境や社会問題についての貢献や意識醸成の取

り組みとして行われている近隣清掃やペットボトルキャップの回収、資源リサイクルの

推進など学内の意識向上をはかるべきである。 

学校の教育資源を活かした社会や地域への貢献、また国際交流は、教育機関が社会か

ら求められる役割として重要な点であり、前向きに検討すべき課題である。 

「横浜市民防災センター映画祭 2019」にて作文賞を受容した「防災アニメーション」 

を「横浜市立瀬谷第二小学校」と「東放学園」が共同制作した。 

防災月間の 9月 1日から「横浜市民防災センター」の「災害シアター」で上映。 

https://www.tohogakuen.ac.jp/toho/news/detail/1282 



６６ 

10-37 （1/1）

10-37 ボランティア活動 

小項目 チェック項目 評定 現状の取組状況 課 題 今後の改善方策 参照資料 

10-37-1 学生のボラン

ティア活動を奨励し、

具体的な活動支援を

行っているか

□ボランティア活動など社会

活動について、学校として積

極的に奨励しているか

□活動の窓口の設置など、組

織的な支援体制を整備してい

るか

□ボランティアの活動実績を

把握しているか

□ボランティアの活動実績を

評価しているか

□ボランティアの活動結果を

学内で共有しているか

３ ボランティア活動を授

業化しているため、地域で

行われている活動を校内

掲示にて告知し、学生に奨

励・支援している。 

ボランティアの依頼を

受けた教職員を中心に、活

動の窓口としている。今年

度は新型コロナウイルス

感染拡大の影響で活動で

きていないが、毎年学生に

よるボランティア活動の

報告を受けている。 

学内ボランティアとし

て、図書室の運営管理を任

せる図書委員を学生から

募っているが新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響

で昨年度に引き続き活動

を休止している。

学生が自主性を持てる

ように支援、指導をする必

要がある。 

ボランティア活動によ

る活動実績の評価・時間数

取得基準について明確化

していない。 

 図書ボランティアは、学

生の自主性・自発性によっ

て活動内容に差がある。 

常に掲示やホームルー

ムなどで情報提供をして

いくことを検討する。

活動による評価・時間数

取得基準について学内で

検討を進める。 

図書ボランティアの活

動内容を明確に提示する

ことで、ボランティアの自

主性・自発性を促す。 

参加団体やイベントの

資料 

参加団体の資料および

参加が証明可能な書類 

パーソナルデータシス

テム 

中項目総括 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等） 

ボランティア活動については、活動報告があった場合は、時間数取得が可能である。活

動による評価・時間数取得基準については学内で検討を進めていく。昨年度に引き続き、

今年度も新型コロナウイルス感染拡大の影響で校内外のボランティア活動を休止してい

る。 

学生ボランティアの自主性・自発性を促すために、情報提供や活動報告の方法など、支

援体制の強化を検討する必要がある。 

特になし。 



６７ 

4 2021 年度重点目標達成についての自己評価 

2021年度重点目標 達成状況 今後の課題 

１．カリキュラムの検討 （2021～2023年度) 

２．募集力強化（継続） 

３．進路決定率の回復・増加の対策強化 

学科主任を中心とするプロジェクトを発足し、学科毎の

育成人材像や修学目標と学年・学期毎の学修到達目標を明

確にし、次年度の学生ガイド（シラバスなど）に明記する

よう改善を図る。またオンライン授業も促進している。 

プロジェクトを中心に入学対象者の調査・分析を行う。

また設備を整備しオンライン体験入学を実施するなど、募

集イベントの内容の見直しも行っている。 

東放学園キャリアサポートセンターと連携して企業採用

状況等を分析。「就職講座」では、オンライン面接対策の強

化や人材エージェントの活用等を行い、学内合同企業説明

会も複数回実施。また新たな就職情報システムの導入準備

も進めている。 

今後は学生自身の学修成果を可視化する方法の検討が必

要である。尚、教育システムの大幅な見直しは、中長期的

な視点で計画的に進めていく。 

募集活動も対面とオンラインのハイブリッド方式を促進

していく必要がある。 

企業の採用状況は回復傾向にあるが、就職支援は引き続

き強化していく必要がある。 




